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第１編 共通編 

第１章 総 則 

第１節 総 則 

１－１－１ 適用 

１～５ ［略］ 

［削る。］ 

 

６ ［略］ 

７ ［略］ 

１－１－１～１－１－４ ［略］ 

１－１－５ ワンデーレスポンス 

  監督職員及び受注者は、「ワンデーレスポンス」に努める。ワンデーレスポンスとは、受注者か

らの質問・協議等に対して、１日あるいは適切な期限までに回答することをいう。 

１－１－６～１－１－14 ［略］ 

１－１－15 施工体制台帳及び施工体系図 

１～５ ［略］ 

６ 受注者は、下請負人の社会保険等加入の有無を施工体制台帳等に記載しなければならない。 

 

７～11 ［略］ 

１－１－16～１－１－22 ［略］ 

１－１－23 建設副産物 

１・２ ［略］ 

３ 受注者は、産業廃棄物が搬出される工事に当たっては、産業廃棄物管理票（紙マニフェスト）又

は電子マニフェストにより、適正に処理されていることを確認するとともに監督職員に提示しな

ければならない。 

４～８ ［略］ 

９ 受注者は、建設現場等から土砂搬出を他の者に委託しようとするときは、「第７項再生資源利用

促進計画」に記載した事項（搬出先の名称及び所在地、搬出量）と第８項再生資源利用促進計画を

作成する上での確認事項等」で行った確認結果を委託した搬出者に対して、法令等に基づいて通

知しなければならない。 

10・11 ［略］ 

 

 

 

 

 

第１編 共通編 

第１章 総 則 

第１節 総 則 

１－１－１ 適用 

１～５ ［略］ 

６ 受注者は、信義に従って誠実に工事を履行し、監督職員の指示がない限り工事を継続しなけれ

ばならない。ただし、契約書第 27条に定める内容等の措置を行う場合は、この限りではない。 

７ ［略］ 

８ ［略］ 

１－１－１～１－１－４ ［略］ 

［新設］ 

 

１－１－５～１－１－13 ［略］ 

１－１－14 施工体制台帳及び施工体系図 

１～５ ［略］ 

６ 受注者は、下請負人の社会保険等加入の有無を施工体制台帳等に記載するものとし、必要書類

を添付しその写しを監督職員に提出しなければならない。 

７～11 ［略］ 

１－１－15～１－１－21 ［略］ 

１－１－22 建設副産物 

１・２ ［略］ 

３ 受注者は、建設副産物が搬出される工事施工に当たり、建設発生土は搬出帳票、産業廃棄物は

廃棄物管理票（紙マニフェスト）又は電子マニフェストにより、適正に処理されていることを確認

するとともに監督職員に関係資料を提出しなければならない。 

４～８ ［略］ 

９ 受注者は、建設現場等から土砂搬出を他の者に委託しようとするときは、「第７項再生資源利用

促進計画」に記載した事項（搬出先の名称及び所在地、搬出量）と第７項再生資源利用促進計画を

作成する上での確認事項等」で行った確認結果を委託した搬出者に対して、法令等に基づいて通

知しなければならない。 

10・11 ［略］ 



 

改      正      後 改      正      前 

１－１－24 特定建設資材の分別解体、再資源化等の適切な措置 

１ ［略］ 

２ 受注者は、特定建設資材の分別解体等及び再資源化が完了した場合、建設リサイクル法第 18条

第１項の規定に基づき、次の事項等を書面に記載し、監督職員に報告しなければならない。 

  なお、この書面は、本章１－１－23 建設副産物 11 に記載する工事完了後に提出しなければな

らない再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画の実施状況記録を兼ねるものとする。 

（１）～（３） ［略］ 

１－１－25～１－１－31 ［略］ 

１－１－32 工事完成検査 

１～４ ［略］ 

５ 受注者は、製作工場における完成検査に当たり、本章１－１－26 監督職員による検査及び立会

等の３に準じなければならない。 

１－１－33 既済部分検査 

１～３ ［略］ 

４ 受注者は、検査職員の指示による修補について、本章１－１－32 工事完成検査４の規定に従う

ものとする。 

５ 受注者は、製作工場における検査に当たり、本章１－１－26 監督職員による検査及び立会等の

３に準じなければならない。 

１－１－34～１－１－38 ［略］ 

１－１－39 週休二日の対応 

受注者は、週休二日に取り組み、その実施内容を監督職員に報告しなければならない。 

なお、週休二日は、１週間に２日以上の現場閉所または、現場閉所を行うことが困難な工事にお

いては、技術者及び技能労働者が交替しながら１週間に２日以上の休日を確保するものであり、

その実施に努めなければならない。 

１－１－40 工事中の安全管理 

１ 受注者は、最新の土木工事等施工技術安全指針（20 農振第 2236 号平成 21 年３月 30 日付け農林

水産省農村振興局整備部長通知）を参考に常に工事の安全に留意して工事関係者及び公衆の生命、

身体、財産に関する危害及び迷惑の防止に努めなければならない。 

２～８ ［略］ 

９ 受注者は、公衆の見やすいところに工事目的、工事期間、工事種別、発注者名、施工者名及び連

絡先を標示する標示板を設置しなければならない。 

なお、標示板については、本章１－１－44 環境対策４（３）に示す合法伐採木材等を使用する

こと。ただし、監督職員がやむを得ない理由があると認めた場合は、この限りではない。 

10～19 ［略］ 

１－１－40～１－１－43 ［略］ 

１－１－44 環境対策 

１ ［略］ 

２ 受注者は、環境への影響が予知され又は発生した場合、直ちに監督職員に連絡し、監督職員の指

１－１－23 特定建設資材の分別解体、再資源化等の適切な措置 

１ ［略］ 

２ 受注者は、特定建設資材の分別解体等及び再資源化が完了した場合、建設リサイクル法第 18条

第１項の規定に基づき、次の事項等を書面に記載し、監督職員に報告しなければならない。 

  なお、この書面は、本章１－１－22 建設副産物６に記載する工事完了後に提出しなければなら

ない再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画の実施状況記録を兼ねるものとする。 

（１）～（３） ［略］ 

１－１－24～１－１－30 ［略］ 

１－１－31 工事完成検査 

１～４ ［略］ 

５ 受注者は、製作工場における完成検査に当たり、本章１－１－25 監督職員による検査及び立会

等の３に準じなければならない。 

１－１－32 既済部分検査 

１～３ ［略］ 

４ 受注者は、検査職員の指示による修補について、本章１－１－31 工事完成検査４の規定に従う

ものとする。 

５ 受注者は、製作工場における検査に当たり、本章１－１－25 監督職員による検査及び立会等の

３に準じなければならない。 

１－１－33～１－１－37 ［略］ 

１－１－57 週休二日の対応 ［移設］ 

 

 

 

 

１－１－38 工事中の安全管理 

１ 受注者は、土木工事等施工技術安全指針（20農振第 2236 号平成 21 年３月 30 日付け農林水産省

農村振興局整備部長通知）を参考に常に工事の安全に留意して工事関係者及び公衆の生命、身体、

財産に関する危害及び迷惑の防止に努めなければならない。 

２～８ ［略］ 

９ 受注者は、公衆の見えやすいところに工事目的、工事期間、工事種別、発注者名、施工者名及び

連絡先を標示する標示板を設置しなければならない。 

なお、標示板については、本章１－１－42 環境対策４（３）に示す合法伐採木材等を使用する

こと。ただし、監督職員がやむを得ない理由があると認めた場合は、この限りではない。 

10～19 ［略］ 

１－１－39～１－１－41 ［略］ 

１－１－42 環境対策 

１ ［略］ 

２ 受注者は、環境への影響が予知され又は発生した場合、直ちに監督職員に報告し、監督職員の指



 

改      正      後 改      正      前 
示があればそれに応じなければならない。 

第三者からの環境問題に関する苦情に対しては、受注者は、本章１－１－48 官公庁への手続き

等６及び７の規定により対応しなければならない。 

３～７ ［略］ 

１－１－45・１－１－46 ［略］ 

１－１－47 諸法令、諸法規の遵守 

受注者は、工事の実施に当たっては、当該工事に関連する法令を遵守するものとし、受注者の法令

違反又は法令の不遵守により生じた損害その他の事項に対する一切の責任は受注者が負うものとす

る。 

なお、工事の実施に関連すると考えられる主な法令は、次の掲げる法律及びこれらに関連する法

令である。 

（１）～（68） ［略］ 

（69）個人情報の保護に関する法律    （平成 15 年法律第 57 号） 

（70）～（72） ［略］ 

１－１－48～１－１－52 ［略］ 

１－１－53 不可抗力による損害 

１ 契約書第 30 条第１項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」とは、次の各号に定めるもの

をいう。 

（１）波浪、高潮に起因する場合 

波浪、高潮が想定している設計条件以上、又は周辺状況から判断してそれと同等以上と認め

られる場合 

（２）降雨に起因する場合 

次のいずれかに該当する場合 

ア 24 時間雨量（任意の連続 24 時間における雨量をいう。）が 80 ㎜以上 

イ １時間雨量（任意の 60 分間における雨量をいう。）が 20 ㎜以上 

ウ 連続雨量（任意の 72時間における雨量をいう。）が 150 ㎜以上 

エ その他設計図書で定めた基準 

（３）強風に起因する場合 

最大風速（10分間の平均風速で最大のもの）が 15ｍ／秒以上あった場合 

（４）河川沿いの施設に当たっては、河川のはん濫注意水位以上、又はそれに準ずる出水により発生

した場合 

（５）地震、津波、豪雪に起因する場合 

周囲の状況により判断し、相当の範囲にわたって、他の一般物件にも被害を及ぼしたと認め

られる場合 

２ 契約書第 30 条第２項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくも

の」とは本章１－１－40 工事中の安全管理及び契約書第 27 条に規定する臨機の措置を行ったと

認められないもの及び災害の一因が施工不良等受注者の責によるとされるものをいう。 

１－１－54～１－１－57 ［略］ 

１－１－39 週休二日の対応［移設］ 

 

 

示があればそれに応じなければならない。 

第三者からの環境問題に関する苦情に対しては、受注者は、本章１－１－46 官公庁への手続き

等６及び７の規定により対応しなければならない。 

３～７ ［略］ 

１－１－43・１－１－44 ［略］ 

１－１－45 諸法令、諸法規の遵守 

受注者は、工事の実施に当たっては、当該工事に関連する法令を遵守するものとし、受注者の法令

違反又は法令の不遵守により生じた損害その他の事項に対する一切の責任は受注者が負うものとす

る。 

なお、工事の実施に関連すると考えられる主な法令は、次の掲げる法律及びこれらに関連する法

令である。 

（１）～（68） ［略］ 

（69）行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律    （平成 15 年法律第 58 号） 

（70）～（72） ［略］ 

１－１－46～１－１－50 ［略］ 

１－１－51 不可抗力による損害 

１ 契約書第 30 条第１項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」とは、次の各号に定めるもの

をいう。 

［新設］ 

 

 

（１）降雨に起因する場合 

次のいずれかに該当する場合 

ア 24 時間雨量（任意の連続 24 時間における雨量をいう。）が 80 ㎜以上 

イ １時間雨量（任意の 60 分間における雨量をいう。）が 20 ㎜以上 

［新設］ 

 

（２）強風に起因する場合 

最大風速（10分間の平均風速で最大のもの）が 15ｍ／秒以上あった場合 

     ［新設］ 

 

（３）地震、津波、高潮及び豪雪に起因する場合 

地震、津波、高潮及び豪雪により生じた災害にあっては、周囲の状況により判断し、相当の範

囲に渡って、他の一般物件にも被害を及ぼしたと認められる場合 

２ 契約書第 30 条第２項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくも

の」とは本章１－１－38 工事中の安全管理及び契約書第 27 条に規定する臨機の措置を行ったと

認められないもの及び災害の一因が施工不良等受注者の責によるとされるものをいう。 

１－１－52～１－１－56 ［略］ 

１－１－57 週休二日の対応 

受注者は、週休二日に取り組み、その実施内容を監督職員に報告しなければならない。 

なお、週休二日は、月単位で４週８休以上の現場閉所または、技術者及び技能労働者が交代しな



 

改      正      後 改      正      前 
 

１－１－59 ［略］ 

 

 

 

第２章 材 料 

第１節～第３節 ［略］ 

第４節 石材及び骨材 

２－４－１～２－４－９ ［略］ 

２－４－10 コンクリート用骨材 

１ 設計図書に示す場合を除き、次の規格に適合したもの及びコンクリート標準示方書（（公社）土

木学会）によるもの、又はこれと同等以上の品質を有するものとする。 

（１）～（６） ［略］ 

（７）ＪＩＳ Ａ 5308  （レディミクストコンクリート）附属書 JA（レディミクス 

トコンクリート用骨材） 

２・３ ［略］ 

２－４－11 ［略］ 

第５節 鋼 材 

２－５－１ ［略］ 

２－５－２ 鋼 材 

鋼材は、次の規格に適合したもの、又はこれと同等以上の品質を有するものとする。 

１～３ ［略］ 

４ 鋳鉄品、鋳鋼品及び鍛鋼品 

（１）～（８） ［略］ 

［削る。］ 

（９）ＪＩＳ Ｇ 5526（ダクタイル鋳鉄管）       記号 Ｄ１～４．５ 

（10）ＪＩＳ Ｇ 5527（ダクタイル鋳鉄異形管）     記号 ＤＦ 

（11）ＪＤＰＡ Ｇ 1027（農業用水用ダクタイル鋳鉄管） 記号 ＤＡ～ＤＤ 

（12）ＪＤＰＡ Ｇ 1029（推進工法用ダクタイル鋳鉄管） 記号 Ｄ１～Ｄ５、ＤＰＦ 

（13）ＪＤＰＡ Ｇ 1042（ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管）    記号 Ｄ１、Ｄ２、ＤＳ 

（14）ＪＤＰＡ Ｇ 1046（ＰＮ形ダクタイル鋳鉄管）    記号 Ｄ１～Ｄ４ 

（15）ＪＤＰＡ Ｇ 1053-2020（ＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管） 記号 ＡＬ１、ＡＬ２、ＡＷ 

５ ［略］ 

２－５－３～２－５－７ ［略］ 

第６節～第８節 ［略］ 

第９節 特殊コンクリート 

がら４週８休以上の休日を確保し実施に努めなければならない。 

１－１－58 ［略］ 

 

 

 

第２章 材 料 

第１節～第３節 ［略］ 

第４節 石材及び骨材 

２－４－１～２－４－９ ［略］ 

２－４－10 コンクリート用骨材 

１ 設計図書に示す場合を除き、次の規格に適合したもの及びコンクリート標準示方書（（公社）土

木学会）によるもの、又はこれと同等以上の品質を有するものとする。 

（１）～（６） ［略］ 

（７）ＪＩＳ Ａ 5308  （レディミクストコンクリート）附属書Ａ（レディミクス 

トコンクリート用骨材） 

２・３ ［略］ 

２－４－11 ［略］ 

第５節 鋼 材 

２－５－１ ［略］ 

２－５－２ 鋼 材 

鋼材は、次の規格に適合したもの、又はこれと同等以上の品質を有するものとする。 

１～３ ［略］ 

４ 鋳鉄品、鋳鋼品及び鍛鋼品 

（１）～（８） ［略］ 

（９）ＪＩＳ Ｇ 5525（排水用鋳鉄管） 

（10）ＪＩＳ Ｇ 5526（ダクタイル鋳鉄管）       記号 Ｄ１～４．５ 

（11）ＪＩＳ Ｇ 5527（ダクタイル鋳鉄異形管）     記号 ＤＦ 

（12）ＪＤＰＡ Ｇ 1027（農業用水用ダクタイル鋳鉄管） 記号 ＤＡ～ＤＤ 

（13）ＪＤＰＡ Ｇ 1029（推進工法用ダクタイル鋳鉄管） 記号 Ｄ１～Ｄ５、ＤＰＦ 

（14）ＪＤＰＡ Ｇ 1042（ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管）    記号 Ｄ１、Ｄ２、ＤＳ 

（15）ＪＤＰＡ Ｇ 1046（ＰＮ形ダクタイル鋳鉄管）    記号 Ｄ１～Ｄ４ 

（16）ＪＤＰＡ Ｇ 1053-2020（ＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管） 記号 ＡＬ１、ＡＬ２、ＡＷ 

５ ［略］ 

２－５－３～２－５－７ ［略］ 

第６節～第８節 ［略］ 

第９節 特殊コンクリート 



 

改      正      後 改      正      前 

２－９－１ 一般事項 

１ ［略］ 

［削る。］  

 

第 10 節～第 12 節 ［略］ 

 

第３章 施工共通事項 

第１節 ［略］ 

第２節 一般事項 

３－２－１ ［略］ 

３－２－２ 一般事項 

１ 施工計画 

（１）受注者は、施工計画樹立に当たり、第１編１－１－６施工計画書によるほか、関連工事との関

係により工程に制約を受ける部分について、設計図書に従い関連工事受注者と協議の上、作成す

るものとする。 

（２） ［略］ 

２～６ ［略］ 

第３節 土 工 

３－３－１～３－３－７ ［略］ 

３－３－８ 作業残土処理工 

１ 受注者は、建設発生土について、第１編１－１－23 建設副産物の規定により、適切に処理しな

ければならない。 

２～４ ［略］ 

第４節 基礎工 

３－４－１ [略] 

３－４－２ 既製杭工 

１ ［略］ 

２ 鋼杭工 

（１）・（２） ［略］ 

（３）現場継手を溶接により行う場合については、アーク溶接継手とし、現場溶接に際しては、溶接

工の選定及び溶接の管理、指導、検査及び記録を行う溶接施工管理技術者を常駐させるとともに

次の規定によらなければならない。 

ア～ク ［略］ 

ケ 受注者は、受注者は、上記のカ、キのほか、杭の現場溶接継手に関する溶接条件、溶接作業、

検査結果等を監督職員に報告するものとする。 

  なお、報告前においても当該記録を常に整備、保管し、監督職員から請求があった場合は、

速やかに提示しなければならない。 

コ ［略］ 

２－９－１ 一般事項 

１ ［略］ 

２ 陶管は、次の規格に適合したもの、又はこれと同等以上の品質を有するものとする。 

（１）ＪＩＳ Ｒ 1201（陶管） 

第 10 節～第 12 節 ［略］ 

 

第３章 施工共通事項 

第１節 ［略］ 

第２節 一般事項 

３－２－１ ［略］ 

３－２－２ 一般事項 

１ 施工計画 

（１）受注者は、施工計画樹立に当たり、第１編１－１－５施工計画書によるほか、関連工事との関

係により工程に制約を受ける部分について、設計図書に従い関連工事受注者と協議の上、作成す

るものとする。 

（２） ［略］ 

２～６ ［略］ 

第３節 土 工 

３－３－１～３－３－７ ［略］ 

３－３－８ 作業残土処理工 

１ 受注者は、建設発生土について、第１編１－１－22 建設副産物の規定により、適切に処理しな

ければならない。 

２～４ ［略］ 

第４節 基礎工 

３－４－１ [略] 

３－４－２ 既製杭工 

１ ［略］ 

２ 鋼杭工 

（１）・（２） ［略］ 

（３）現場継手を溶接により行う場合については、アーク溶接継手とし、現場溶接に際しては、溶接

工の選定及び溶接の管理、指導、検査及び記録を行う溶接施工管理技術者を常駐させるとともに

次の規定によらなければならない。 

ア～ク ［略］ 

ケ 受注者は、受注者は、上記の６）、７）のほか、杭の現場溶接継手に関する溶接条件、溶接

作業、検査結果等を監督職員に報告するものとする。 

  なお、報告前においても当該記録を常に整備、保管し、監督職員から請求があった場合は、

速やかに提示しなければならない。 

コ ［略］ 



 

改      正      後 改      正      前 
（４） ［略］ 

３ ［略］ 

３－４－３～３－４－10 ［略］ 

第５節・第６節 ［略］ 

第７節 コンクリート 

３－７－１～３－７－３ ［略］ 

３－７－４ 材料の計量 

１ 現場配合による場合の材料の計量１回当たりの計量値の許容差は、表 3-7-1 の値以下でなけれ

ばならない。 

 

表 3-7-1 計量値の許容差 

 

 

 

 

 

 

 

 

※高炉スラグ微粉末の計量値の許容差の最大値 

は、１（％）とする。 

２ ［略］ 

３ 受注者は、各材料をバッチ分ずつ質量で計量しなければならない。 

ただし、水及び混和剤溶液は、表 3-7-1 に示した許容差内である場合、体積で計量してもよい。 

なお、バッチの量は、工事の種類、コンクリートの打込み量、練り混ぜ設備、運搬方法等を考慮

して、これを定めなければならない。 

３－７－５～３－７－10 ［略］ 

３－７－11 養 生 

１ ［略］ 

２ 受注者は、打ち込み後のコンクリートをその部位に応じた適切な養生方法により、一定期間は

十分な湿潤状態を保たなければならない。養生期間は、使用するセメントの種類や養生期間中の

環境温度等に応じて、施工実績、信頼できるデータ、あるいは試験等により定めるものとする。通

常のコンクリート工事におけるコンクリートの湿潤養生期間は、表 3-7-2 を目安とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） ［略］ 

３ ［略］ 

３－４－３～３－４－10 ［略］ 

第５節・第６節 ［略］ 

第７節 コンクリート 

３－７－１～３－７－３ ［略］ 

３－７－４ 材料の計量 

１ 現場配合による場合の材料の計量１回当たりの計量値の許容差は、表 3-7-1 の値以下でなけれ

ばならない。 

 

表 3-7-1 計量値の許容差 

 

 

 

 

 

 

 

 

※高炉スラグ微粉末の場合は、１（％）以内 

 

２ ［略］ 

３ 受注者は、各材料をバッチ分ずつ質量で計量しなければならない。 

ただし、水及び混和剤溶液は、表 3-7-1 に示した許容差内である場合、容積で計量してもよい。 

なお、バッチの量は、工事の種類、コンクリートの打込み量、練り混ぜ設備、運搬方法等を考慮

して、これを定めなければならない。 

３－７－５～３－７－10 ［略］ 

３－７－11 養 生 

１ ［略］ 

２ 受注者は、打ち込み後のコンクリートをその部位に応じた適切な養生方法により、一定期間は

十分な湿潤状態を保たなければならない。養生期間は、使用するセメントの種類や養生期間中の

環境温度等に応じて適切に定めなければならない。通常のコンクリート工事におけるコンクリー

トは、少なくとも次表の期間は、常に湿潤養生を行わなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

材 料の 種類       
計量値の許容差（％） 

 

水 

セ メ ン ト      

骨   材 

混 和 材 

混 和 剤 

１ 

１ 

３ 

２※ 

３ 

 

材 料の 種類       
最大値（％） 

 

水 

セ メ ン ト      

骨   材 

混 和 材 

混 和 剤 

１ 

１ 

３ 

２※ 

３ 

 



 

改      正      後 改      正      前 
 

表 3-7-2 コンクリートの湿潤養生期間の目安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［削る。］ 

 

３－７－12～３－７－14 ［略］ 

第８節・第９節 ［略］ 

第 10 節 特殊コンクリート 

３－10－１ 暑中コンクリート 

１・２ ［略］ 

３ コンクリート打込み 

（１）［略］ 

（２）受注者は、コンクリートの温度について、打込み時の上限は、所定の品質を確保できる場合は

38℃とし、それ以外の場合は 35℃とする。 

 

（３）・（４） ［略］ 

４ ［略］ 

３－10－２ 寒中コンクリート 

１ ［略］ 

２ 材 料 

（１）受注者は、凍結しているか、又は氷雪の混入している骨材を用いてはならない。 

（２）・（３） ［略］ 

３ ［略］ 

４ 養 生 

（１）～（３） ［略］ 

（４）受注者は、養生中コンクリートの温度を、５℃以上に保たなければならない。 

    また、養生期間について、特に監督職員が指示した場合のほかは、表 3-10-1 の値以上とす

る。 

なお、養生期間の後、さらに２日間はコンクリートの温度を０℃以上に保たなければならな

い。 

 

 

 

 

 

表 3-7-2 コンクリートの標準養生期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 中庸熱ポルトランドセメントや低熱ポルトランドセメント等の表 3-7-2 に示されていないセメ

ントを使用する場合には、湿潤養生期間に関して監督職員と協議しなければならない。 

３－７－12～３－７－14 ［略］ 

第８節・第９節 ［略］ 

第 10 節 特殊コンクリート 

３－10－１ 暑中コンクリート 

１・２ ［略］ 

３ コンクリート打込み 

（１）［略］ 

（２）受注者は、コンクリートの温度について、打込み時 35℃以下を標準とする。なお、コンクリ

ート温度がこの上限値を超える場合には、コンクリートが所要の品質を確保できることを確か

めなければならない。 

（３）・（４） ［略］ 

４ ［略］ 

３－10－２ 寒中コンクリート 

１ ［略］ 

２ 材 料 

（１）受注者は、凍結しているか、又は氷雪の混入している骨材を、そのまま用いてはならない。 

（２）・（３） ［略］ 

３ ［略］ 

４ 養 生 

（１）～（３） ［略］ 

（４）受注者は、養生中コンクリートの温度を、５℃以上に保たなければならない。 

    また、養生期間について、特に監督職員が指示した場合のほかは、表 3-10-1 の値以上とす

る。 

なお、養生期間の後、さらに２日間はコンクリートの温度を０℃以上に保たなければならな

い。 

 

 

 

 

日平均気温 
高炉ｾﾒﾝﾄ B

種 

普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝ

ﾄﾞｾﾒﾝﾄ 

早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝ

ﾄﾞｾﾒﾝﾄ 

中庸熱ﾎﾟﾙﾄﾗ

ﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 

低熱ﾎﾟﾙﾄﾗﾝ

ﾄﾞｾﾒﾝﾄ 

15℃以上 ７日 ５日 ３日 ８日 10 日 

10℃以上 ９日 ７日 ４日 ９日 ※ 

５℃以上 12 日 ９日 ５日 12 日 ※ 

※15℃より低い場合での使用は、試験により定める。 

注）寒中コンクリートの場合は、本章３－10－２寒中コンクリ－トによる。 

日平均気温 
高炉ｾﾒﾝﾄ B

種 

普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝ

ﾄﾞｾﾒﾝﾄ 

早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝ

ﾄﾞｾﾒﾝﾄ 
［新設］ ［新設］ 

15℃以上 ７日 ５日 ３日 ［新設］ ［新設］ 

10℃以上 ９日 ７日 ４日 ［新設］ ［新設］ 

５℃以上 12 日 ９日 ５日 ［新設］ ［新設］ 

［新設］ 

注）寒中コンクリートの場合は、本章３－10－２寒中コンクリ－トによる。 



 

改      正      後 改      正      前 
 

表 3-10-1 寒中コンクリートの養生期間 

５℃以上の温度制御養

生と所定の湿潤養生を

行った後に想定される

気象条件 

養生

温度 

セメントの種類 

普 通 

ﾎ ﾟ ﾙ ﾄ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ 

早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ 

普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ 

＋ 促 進 剤 

高 炉 ｾ ﾒ ﾝ ﾄ 

Ｂ 種 

① 厳しい気象条件 
５℃ ９日 ５日 12 日 

10℃ ７日 ４日 ９日 

② まれに凍結融解す

る程度の気象条件 

５℃ ４日 ３日 ５日 

10℃ ３日 ２日 ４日 

（注）Ｗ／Ｃ＝55％の場合を示した。Ｗ／Ｃがこれと異なる場合は増減する。 

５ ［略］ 

３－10－３ ［略］ 

３－10－４ 海水の作用を受けるコンクリート 

１ ［略］ 

２ 受注者は、本章３－７－12 継目の規定によるものとする。 

なお、設計図書に示す最高潮位から上 600mm 及び最低潮位から下 600mm の間のコンクリートに

は、打継目を設けてはならない。 

  また、これ以外の場合は、監督職員の承諾を得るものとする。 

３－10－５～３－10－６ [略] 

第 11 節 一般舗装工 

３－11－１ [略] 

３－11－２ 塗装準備工 

１・２ ［略］ 

３ 受注者は、路床面又は路盤面に異常を発見した場合、その状況を監督職員に連絡し、その処置方

法について監督職員と協議しなければならない。 

３－11－３ アスファルト舗装工 

１・２ ［略］ 

３ セメント及び石灰安定処理工の施工は、次によるものとする。 

（１）・（２） ［略］ 

（３）受注者は、セメント及び石灰の貯蔵に当たり、防湿構造を有する倉庫等に、品種別に区別して

貯蔵しなければならない。 

（４）～（18） ［略］ 

４・５ ［略］ 

３－11－４ コンクリート舗装工 

１ ［略］ 

２ 受注者は、路盤面に異常を発見した場合、その状況を監督職員に連絡し、その処置方法について

 

表 3-10-1 寒中コンクリートの養生期間 

型枠取り外し直後に 

構造物が曝される環境 

養生

温度 

セメントの種類 

普 通 

ﾎ ﾟ ﾙ ﾄ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ 

早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ 

普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ 

＋ 促 進 剤 

高 炉 ｾ ﾒ ﾝ ﾄ 

Ｂ 種 

①連続してあるいは   

しばしば水で飽和   

される部分 

５℃ ９日 ５日 12 日 

10℃ ７日 ４日 ９日 

② 普通の露出状態に   

あり①に属さない   

部分 

５℃ ４日 ３日 ５日 

10℃ ３日 ２日 ４日 

（注）Ｗ／Ｃ＝55％の場合を示した。Ｗ／Ｃがこれと異なる場合は増減する。 

５ ［略］ 

３－10－３ ［略］ 

３－10－４ 海水の作用を受けるコンクリート 

１ ［略］ 

２ 受注者は、本章３－７－12 継目の規定によるものとする。 

なお、設計図書に示す最高潮位から上 60cm 及び最低潮位から下 60cm の間のコンクリートには、

打継目を設けてはならない。 

  また、これ以外の場合は、監督職員の承諾を得るものとする。 

３－10－５～３－10－６ [略] 

第 11 節 一般舗装工 

３－11－１ [略] 

３－11－２ 塗装準備工 

１・２ ［略］ 

３ 受注者は、路床面又は路盤面に異常を発見した場合、その状況を監督職員に報告し、その処置方

法について監督職員と協議しなければならない。 

３－11－３ アスファルト舗装工 

１・２ ［略］ 

３ セメント及び石灰安定処理工の施工は、次によるものとする。 

（１）・（２） ［略］ 

（３）受注者は、セメント及び石灰の貯蔵に当たり、防湿的な構造を有する倉庫等に貯蔵しなければ

ならない。 

（４）～（18） ［略］ 

４・５ ［略］ 

３－11－４ コンクリート舗装工 

１ ［略］ 

２ 受注者は、路盤面に異常を発見した場合、その状況を監督職員に報告し、その処置方法について



 

改      正      後 改      正      前 
監督職員と協議しなければならない。 

３～27 ［略］ 

３－11－５ [略] 

第 12 節 ［略］ 

第 13 節 地盤改良工 

３－13－１～３－13－４ [略] 

３－13－５ 締固め改良工 

１ ［略］ 

２ 受注者は、施工現場周辺の地盤や他の構造物並びに施設などに影響を及ぼさないよう施工しな

ければならない。影響が生じた場合、直ちに監督職員へ連絡し、その対応方法に関して協議しなけ

ればならない。 

３ ［略］ 

３－13－６ 固結工 

１・２ ［略］ 

３ 受注者は、固結工法の施工に当たり、施工中における施工現場周辺の地盤や他の構造物並びに

施設などへの振動の影響を把握しなければならない。 

これらへの影響が発生した場合、直ちに監督職員へ連絡し、その対応方法に関して協議しなけれ

ばならない。 

４ 受注者は、固結工法の施工中に地下埋設物を発見した場合、直ちに工事を中止し、監督職員に連

絡し、その対応方法に関して協議しなければならない。 

５～10 ［略］ 

３－13－７ 置換工 

１・２ ［略］ 

３ 受注者は、掘削面に異常を発見した場合、その状況を監督職員に連絡し、その処置方法について

監督職員と協議しなければならない。 

第 14 節～第 18 節 ［略］ 

第 19 節 構造物撤去工 

３－19－１ 一般事項 

受注者は、工事の施工に伴い発生した建設副産物について、第１編１－１－23 建設副産物の規

定によるものとする。 

３－19－２～３－19－４ ［略］ 

３－19－５ 運搬処理工 

１ ［略］ 

２ 受注者は、施工上やむを得ず設計図書に示された場所以外で撤去物を処分する場合、第１編１

－１－23 建設副産物の規定によるとともに、処分方法等について監督職員と協議しなければなら

ない。 

第 20 節 仮設工 

監督職員と協議しなければならない。 

３～27 ［略］ 

３－11－５ [略] 

第 12 節 ［略］ 

第 13 節 地盤改良工 

３－13－１～３－13－４ [略] 

３－13－５ 締固め改良工 

１ ［略］ 

２ 受注者は、施工現場周辺の地盤や他の構造物並びに施設などに影響を及ぼさないよう施工しな

ければならない。影響が生じた場合、直ちに監督職員へ報告し、その対応方法に関して協議しなけ

ればならない。 

３ ［略］ 

３－13－６ 固結工 

１・２ ［略］ 

３ 受注者は、固結工法の施工に当たり、施工中における施工現場周辺の地盤や他の構造物並びに

施設などへの振動の影響を把握しなければならない。 

これらへの影響が発生した場合、直ちに監督職員へ報告し、その対応方法に関して協議しなけれ

ばならない。 

４ 受注者は、固結工法の施工中に地下埋設物を発見した場合、直ちに工事を中止し、監督職員に報

告し、その対応方法に関して協議しなければならない。 

５～10 ［略］ 

３－13－７ 置換工 

１・２［略］ 

３ 受注者は、掘削面に異常を発見した場合、その状況を監督職員に報告し、その処置方法について

監督職員と協議しなければならない。 

第 14 節～第 18 節 ［略］ 

第 19 節 構造物撤去工 

３－19－１ 一般事項 

受注者は、工事の施工に伴い発生した建設副産物について、第１編１－１－22 建設副産物の規

定によるものとする。 

３－19－２～３－19－４ ［略］ 

３－19－５ 運搬処理工 

１ ［略］ 

２ 受注者は、施工上やむを得ず設計図書に示された場所以外で撤去物を処分する場合、第１編１

－１－22 建設副産物の規定によるとともに、処分方法等について監督職員と協議しなければなら

ない。 

第 20 節 仮設工 



 

改      正      後 改      正      前 

３－20－１ 一般事項 

１～３ ［略］ 

４ 受注者は、仮設工の実施に先立ち、周囲の状況、地盤反力、掘削深さ、土質、地下水位、土圧、

上載荷重等を十分検討し、設置場所、構造、規模、施工方法、構造計算、カタログ等を添付した施

工計画書を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

  なお、施工計画書の作成方法については、第１編１－１－６施工計画書によるものとする。 

３－20－２～３－20－11 ［略］ 

第 21 節 ［略］ 

 

第２編 工事別編 

第１章 ［略］ 

第２章 農用地造成工事 

第１節～第７節 ［略］ 

第８節 ほ場内沈砂池工 

２－８－１ ほ場内沈砂池工 

１～４ ［略］ 

５ 受注者は、ほ場内沈砂池取り壊しにより発生した建設副産物については、第１編１－１－23建設

副産物の規定によるものとする。 

第９節 ［略］ 

第３章 ［略］ 

第４章 水路トンネル工事 

第１節 ［略］ 

第２節 一般事項 

４－２－１ ［略］ 

４－２－２ 一般事項 

１・２ ［略］ 

３ 保安 

（１）［略］ 

（２）受注者は、施工中異常を発見した場合、及び出水、落盤その他工事に支障を与えるおそれのあ

る場合には、工事を中止し、監督職員と協議しなければならない。 

 

ただし、緊急やむを得ない事情がある場合には、災害防止のための措置をとった後、直ちに監督

職員に連絡するものとする。 

４ ［略］ 

第３節～第８節 ［略］ 

第５章 ［略］ 

３－20－１ 一般事項 

１～３ ［略］ 

４ 受注者は、仮設工の実施に先立ち、周囲の状況、地盤反力、掘削深さ、土質、地下水位、土圧、

上載荷重等を十分検討し、設置場所、構造、規模、施工方法、構造計算、カタログ等を添付した施

工計画書を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

  なお、施工計画書の作成方法については、第１編１－１－５施工計画書によるものとする。 

３－20－２～３－20－11 ［略］ 

第 21 節 ［略］ 

 

第２編 工事別編 

第１章 ［略］ 

第２章 農用地造成工事 

第１節～第７節 ［略］ 

第８節 ほ場内沈砂池工 

２－８－１ ほ場内沈砂池工 

１～４ ［略］ 

５ 受注者は、ほ場内沈砂池取り壊しにより発生した建設副産物については、第１編１－１－22 建設

副産物の規定によるものとする。 

第９節 ［略］ 

第３章 ［略］ 

第４章 水路トンネル工事 

第１節 ［略］ 

第２節 一般事項 

４－２－１ ［略］ 

４－２－２ 一般事項 

１・２ ［略］ 

３ 保安 

（１）［略］ 

（２）受注者は、施工中異常を発見した場合、及び出水、落盤その他工事に支障を与えるおそれのあ

る場合、速やかに監督職員に報告するとともに、必要に応じ災害防止のための措置をとらなけれ

ばならない。 

ただし、緊急やむを得ない事情がある場合には、災害防止のための措置をとった後、直ちに監督

職員に報告するものとする。 

４ ［略］ 

第３節～第８節 ［略］ 

第５章 ［略］ 



 

改      正      後 改      正      前 

第６章 排水路工事・河川工事 

第１節～第３節 ［略］ 

第４節 構造物撤去工 

６－４－１ 一般事項 

１ ［略］ 

２ 受注者は、工事の施工に伴い生じた建設副産物について、第１編１－１－23 建設副産物の規定に

よらなければならない。 

３ ［略］ 

６－４－２ ［略］ 

第５節～第 15 節 ［略］ 

第７章～第９章 ［略］ 

第 10 章 フィルダム工事 

第１節～第４節 ［略］ 

第５節 原石採取工 

10－５－１ 原石山表土廃棄岩処理 

原石山表土廃棄岩処理については、第１編１－１－23建設副産物の規定によるものとする。 

10－５－２ ［略］ 

第６節～第 12 節 ［略］ 

第 13 節 雑工事 

10－13－１～10－13－４ ［略］ 

10－13－５ 建設発生土処理工 

 建設発生土処理工の施工については、第１編１－１－23建設副産物及び第１編１－１－24特定建設

資材の分別解体等及び再資源化等の適正な措置の規定によるものとする。 

第 14 節 ［略］ 

第 11 章 コンクリートダム工事 

第１節～第５節 ［略］ 

第６節 堤体工 

11－６－１ コンクリート材料 

１・２ ［略］ 

３ 材料の計量 

（１） ［略］ 

（２）受注者は、各材料の計量に当たり、一練り分ずつ質量で計量しなければならない。 

ただし、水及び混和剤溶液は、第３章 3-7-4 材料の計量、表 3-7-1 計量値の許容差に示した

許容差内である場合には、体積で計量してもよいものとする。 

（３）・（４） ［略］ 

第６章 排水路工事・河川工事 

第１節～第３節 ［略］ 

第４節 構造物撤去工 

６－４－１ 一般事項 

１ ［略］ 

２ 受注者は、工事の施工に伴い生じた建設副産物について、第１編１－１－22 建設副産物の規定に

よらなければならない。 

３ ［略］ 

６－４－２ ［略］ 

第５節～第 15 節 ［略］ 

第７章～第９章 ［略］ 

第 10 章 フィルダム工事 

第１節～第４節 ［略］ 

第５節 原石採取工 

10－５－１ 原石山表土廃棄岩処理 

原石山表土廃棄岩処理については、第１編１－１－22建設副産物の規定によるものとする。 

10－５－２ ［略］ 

第６節～第 12 節 ［略］ 

第 13 節 雑工事 

10－13－１～10－13－４ ［略］ 

10－13－５ 建設発生土処理工 

 建設発生土処理工の施工については、第１編１－１－22建設副産物及び第１編１－１－23特定建設

資材の分別解体等及び再資源化等の適正な措置の規定によるものとする。 

第 14 節 ［略］ 

第 11 章 コンクリートダム工事 

第１節～第５節 ［略］ 

第６節 堤体工 

11－６－１ コンクリート材料 

１・２ ［略］ 

３ 材料の計量 

（１） ［略］ 

（２）受注者は、各材料の計量に当たり、一練り分ずつ質量で計量しなければならない。 

ただし、水及び混和剤溶液は、容積で計量してもよい。 

 

（３）・（４） ［略］ 



 

改      正      後 改      正      前 
４ ［略］ 

11－６－２～11－６－８ ［略］ 

第７節 ［略］ 

第８節 雑工事 

11－８－１～11－８－４ ［略］ 

11－８－５ 建設発生土処理工 

建設発生土処理工の施工については、第１編１－１－23 建設副産物及び第１編１－１－24 特定建

設資材の分別解体等及び再資源化等の適正な措置の規定によるものとする。 

11－８－６・11－８－７ ［略］ 

第 12 章 ＰＣ橋工事 

第１節 ［略］ 

第２節 一般事項 

12－２－１ ［略］ 

12－２－２ 一般事項 

１ 輸送工 

（１）～（３） ［略］ 

（４）受注者は、輸送中の部材の損傷を防止するために、発送前に堅固に荷造りしなければならない。 

なお、部材に損傷を与えた場合は直ちに監督職員に連絡し、取り替え又は補修等の処置を講じな

ければならない。 

２・３ ［略］ 

第３節 コンクリート橋架設工 

12－３－１ ［略］ 

12－３－２ 横組工 

１・２ ［略］ 

３ 受注者は、横締め緊張の施工については、次の規定によらなければならない。 

（１）～（５） ［略］ 

（６）緊張管理計画書で示した荷重計の示度と、ＰＣ鋼材の抜出し量の測定値との関係が許容範囲を

超える場合は、直ちに監督職員に連絡するとともに、原因を調査し、適切な措置を講じなければな

らない。 

（７）～（11） ［略］ 

４ 受注者は、横締めグラウトの施工について、次の規定によらなければならない。 

（１）受注者は、本条で使用するグラウト材料について、次の規定によるものを使用しなければな

らない。 

ア～エ ［略］ 

オ 体積変化率は、ＰＣグラウトのブリーディング率及び体積変化率試験方法（鉛直管方法）

（JSCE-F535）に準じて求める値が－0.5～0.5％の範囲内であることを標準とする。 

カ～ク ［略］ 

４ ［略］ 

11－６－２～11－６－８ ［略］ 

第７節 ［略］ 

第８節 雑工事 

11－８－１～11－８－４ ［略］ 

11－８－５ 建設発生土処理工 

建設発生土処理工の施工については、第１編１－１－22 建設副産物及び第１編１－１－23 特定建

設資材の分別解体等及び再資源化等の適正な措置の規定によるものとする。 

11－８－６・11－８－７ ［略］ 

第 12 章 ＰＣ橋工事 

第１節 ［略］ 

第２節 一般事項 

12－２－１ ［略］ 

12－２－２ 一般事項 

１ 輸送工 

（１）～（３） ［略］ 

（４）受注者は、輸送中の部材の損傷を防止するために、発送前に堅固に荷造りしなければならない。 

なお、部材に損傷を与えた場合は直ちに監督職員に報告し、取り替え又は補修等の処置を講じな

ければならない。 

２・３ ［略］ 

第３節 コンクリート橋架設工 

12－３－１ ［略］ 

12－３－２ 横組工 

１・２ ［略］ 

３ 受注者は、横締め緊張の施工については、次の規定によらなければならない。 

（１）～（５） ［略］ 

（６）緊張管理計画書で示した荷重計の示度と、ＰＣ鋼材の抜出し量の測定値との関係が許容範囲を

超える場合は、直ちに監督職員に報告するとともに、原因を確認し、適切な措置を講じなければな

らない。 

（７）～（11） ［略］ 

４ 受注者は、横締めグラウトの施工について、次の規定によらなければならない。 

（１）受注者は、本条で使用するグラウト材料について、次の規定によるものを使用しなければな

らない。 

ア～エ ［略］ 

オ 体積変化率は、ＰＣグラウトのブリーディング率及び体積変化率試験方法（鉛直管方法）

（JHS420-2004）に準じて求める値が－0.5～0.5％の範囲内であることを標準とする。 

カ～ク ［略］ 



 

改      正      後 改      正      前 
（２）～（６） ［略］ 

12－３－３ ［略］ 

第４節 ［略］ 

第５節 舗装工 

12－５－１～12－５－２ ［略］ 

12－５－３ グースアスファルト舗装工 

１ ［略］ 

２ 受注者は、基盤面に異常を発見したとき、直ちに監督職員に連絡し、設計図書に関して監督職員

と協議しなければならない。 

３～５ ［略］ 

６ 接着剤の塗布に当たり、以下の各規定によらなければならない。 

（１） ［略］ 

（２）接着剤の規格は表 12-5-1(1)及び 12-5-1(2)を満足するものでなければならない。 

 

表 12-5-1(1) 接着剤の規格（鋼床版用） 

項  目 
規格値 

試験方法 
ゴムアスファルト系 

不揮発分（％） 50 以上 JIS  K  6833-1,2 

粘度（25℃）[Poise(Pa･s)] 5(0.5)以下 JIS  K  6833-1,2 

指触乾燥時間（分） 90 以下 JIS  K  5600 

低温風曲試験（-10℃、3mm） 合格 JIS  K  5600 

基盤目試験（点） 10 JIS  K  5600 

耐湿試験後の基盤目試験（点） 8 以上 JIS  K  5664 

塩水暴露試験後の基盤目試験（点） 8 以上 JIS  K  5664 

（注）基盤目試験の判定点は（一財）日本塗料検査協会「塗膜の評価基準」の標準判定写真 

による。 

 

表 12-5-1(2) 接着剤の規格（コンクリート床版用）［略］ 

 

［削る。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）～（６） ［略］ 

12－３－３ ［略］ 

第４節 ［略］ 

第５節 舗装工 

12－５－１～12－５－２ ［略］ 

12－５－３ グースアスファルト舗装工 

１ ［略］ 

２ 受注者は、基盤面に異常を発見したとき、その処置方法について監督職員と協議しなければな

らない。 

３～５ ［略］ 

６ 接着剤の塗布に当たり、以下の各規定によらなければならない。 

（１） ［略］ 

（２）接着剤の規格は表 12-5-1(1)、12-5-1(2)及び 12-5-1(3)を満足するものでなければならない。 

 

表 12-5-1(1) 接着剤の規格（鋼床版用） 

項  目 
規格値 

試験方法 
ゴムアスファルト系 

不揮発分（％） 50 以上 JIS  K  6833-1,2 

粘度（25℃）[Poise(Pa･s)] 5(0.5)以下 JIS  K  6833-1,2 

指触乾燥時間（分） 90 以下 JIS  K  5600 

低温風曲げ試験（-10℃、3cm） 合格 JIS  K  5600 

基盤面試験（点） 10 JIS  K  5600 

耐湿試験後の基盤目試験（点） 8 以上 JIS  K  5664 

塩水暴露試験後の基盤目試験（点） 8 以上 JIS  K  5664 

（注）基盤目試験の判定点は（財）日本塗料検査協会「塗膜の評価基準」の標準判定写真に 

よる。 

 

表 12-5-1(2) 接着剤の規格（コンクリート床版用）［略］ 

 

表 12-5-1(3) シート系床版防水層（流し貼り型、加熱溶着型、常温粘着型） 

プライマーの品質 

項  目 溶剤型 水密性 水性型 試験方法 

指触乾燥時間 

(23℃) 
60 分以内 30 分以内 60 分以内 

JIS  K  5600-1 

※1 

不揮発分

（％） 
20 以上 50 以上 35 以上 

JIS  K  6833-1,2 

※2 



 

改      正      後 改      正      前 
 

 

 

 

 

 

 

（３）～（５） ［略］ 

７～13 ［略］ 

12－５－４ ［略］ 

第６節 ［略］ 

第 13 章 ［略］ 

第 14 章 頭首工工事 

第１節～第８節 ［略］ 

第９節 管理橋上部工 

14－９－１～14－９－４ ［略］ 

14－９－５ プレキャストブロック桁組立工 

１ ［略］ 

２ 受注者は、ブロック組立ての施工については、次の規定によらなければならない。 

（１）プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用に当たり材質がエポキシ樹脂系接着剤で強度、耐久

性及び水密性がブロック同等以上のものを使用するものとする。エポキシ樹脂系接着剤を使用する場合

は、室内で密封して保管し、原則として製造後6ヶ月以上経過したものは使用してはならない。また、水

分を含むと品質が劣化するので、雨天の時の作業は中止しなければならない。これ以外の場合は、設計図

書によるものとする。 

未硬化の接着剤の外観、粘度、可使時間、だれ最小厚さ、硬化した接着剤の比重、引張強さ、圧縮強さ、

引張せん断接着強さ、接着強さ、硬さ、特殊な条件下で使用する場合は、高温時の引張強さ、水中硬化時

の引張強さ、衝撃強さ、圧縮ヤング係数、熱膨張係数、硬化収縮率、吸水率等について、必要に応じて試

験を行い性能を確認しなければならない。 

なお、接着剤の試験方法はコンクリート標準示方書・基準編（（公社）土木学会）における、ＪＳＣＥ

－Ｈ101プレキャストコンクリート用樹脂系接着剤（橋げた用）品質規格によるものとする。これにより

難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。 

 

 

［削る。］ 

 

 

 

 

 

 

 

作 業 性 塗り作業に支障のないこと 
JIS  K  5600-1 

※1 

耐 久 性 ５日間で異常のないこと 
JIS  K  5600-1 

※1 

（注 1） ※1 適用する床版の種類に応じた下地材を使用すること。 

     ※2 試験方法は、JIS K 6833-1,2、JIS K 6387-1,2 などを参考に実施する。 

（注 2） 塗膜系床版防水層（アスファルト加熱型）のプライマーは上表の品質による。 

（３）～（５） ［略］ 

７～13 ［略］ 

12－５－４ ［略］ 

第６節 ［略］ 

第 13 章 ［略］ 

第 14 章 頭首工工事 

第１節～第８節 ［略］ 

第９節 管理橋上部工 

14－９－１～14－９－４ ［略］ 

14－９－５ プレキャストブロック桁組立工 

１ ［略］ 

２ 受注者は、ブロック組立ての施工については、次の規定によらなければならない。 

（１）プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用に当たり材質が樹脂系接着剤で強度、耐久性及び水

密性がブロック同等以上で、かつ、表14-9-1に示す条件を満足するものを使用するものとする。これ以

外の場合は、設計図書によるものとする。 

なお、接着剤の試験方法としてはＪＳＣＥ－Ｈ101プレキャストコンクリート用樹脂系接着剤（橋げた

用）品質規格（案）コンクリート標準示方書・基準編（（公社）土木学会）によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 14-9-1 樹脂系接着剤の標準品質規格 

品質項目 単 位 品質規格 試験温度 養生条件 

未

硬

化

接

着

外観 ― 

有害と認められる異物の

混入がなく、材料分離が

生じていないこと 

春秋用 

23±２℃ 

夏用 

30±２℃ 

冬用 

― 

粘 度 
MPa･s 

(cP) 

１×10４～10×10４ 

(１×10４～１×10５) 



 

改      正      後 改      正      前 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）・（３） ［略］ 

３・４ ［略］ 

14－９－６～14－９－12 [略] 

第 15 章 ［略］ 

第 16 章 地すべり防止工事 

第１節 ［略］ 

第２節 一般事項 

16－２－１ ［略］ 

16－２－２ 一般事項 

１ 受注者は、施工中工事区域内に新たに予期できなかった亀裂の発生等異常を認めた場合、工事を

中止し、監督職員と協議しなければならない。ただし、緊急を要する場合には、応急措置をとった

後、直ちに監督職員に連絡しなければならない。 

２・３ ［略］ 

第３節～第 15 節 ［略］ 

第 17 章～第 19 章 ［略］ 

第 20 章 推進工事 

第１節～第３節 ［略］ 

第４節 推進工 

20－４－１・20－４－２ ［略］ 

20－４－３ 推進作業（密閉型：泥水、泥土圧、土圧、泥濃式推進工法） 

１～８ ［略］ 

９ 受注者は、薬液注入及び地盤改良を実施した地盤から発生する泥土は、適正に処理し再生利用に

務めるほか第１編１－１－23建設副産物の規定によるものとする。 

10 受注者は、異常な湧水及び転石等で作業に支障が生じた場合、直ちに監督職員に連絡するととも

に、事後の処理について協議しなければならない。 

11・12 ［略］ 

 

（２）・（３） ［略］ 

３・４ ［略］ 

14－９－６～14－９－12 [略] 

 

第 15 章 ［略］ 

第 16 章 地すべり防止工事 

第１節 ［略］ 

第２節 一般事項 

16－２－１ ［略］ 

16－２－２ 一般事項 

１ 受注者は、施工中工事区域内に新たな亀裂の発生等異常を認めた場合、直ちに監督職員に報告し

なければならない。 

 

２・３ ［略］ 

第３節～第 15 節 ［略］ 

第 17 章～第 19 章 ［略］ 

第 20 章 推進工事 

第１節～第３節 ［略］ 

第４節 推進工 

20－４－１・20－４－２ ［略］ 

20－４－３ 推進作業（密閉型：泥水、泥土圧、土圧、泥濃式推進工法） 

１～８ ［略］ 

９ 受注者は、薬液注入及び地盤改良を実施した地盤から発生する泥土は、適正に処理し再生利用に

務めるほか第１編１－１－22建設副産物の規定によるものとする。 

10 受注者は、異常な湧水及び転石等で作業に支障が生じた場合、直ちに監督職員に報告するととも

剤 可使時間 時間 ２以上 10±２℃ 

だれ最小厚さ mm 0.3以上 

硬

化

し

た

接

着

剤 

比 重 ― 1.1～1.7 

23±２℃ 

23±２℃ 

 

７日間 

引張強さ 
N/mm2 

(㎏ｆ/cm2) 

12.5以上 

(125以上) 

圧縮強さ 
N/mm2 

(㎏ｆ/cm2) 

50.0以上 

(500以上) 

引張せん断 

接着強さ 

N/mm2 

(㎏ｆ/cm2) 

12.5以上 

(125以上) 

接着強さ 
N/mm2 

(㎏ｆ/cm2) 

6.0以上 

(60以上) 



 

改      正      後 改      正      前 

20－４－４～20－４－６ ［略］ 

第５節 仮設工 

20－５－１・12－５－２ ［略］ 

20－５－３ 泥水処理設備工 

泥水処理設備については、設計図書に示すとおり設置するものとする。泥水処理設備から発生する汚泥

及び処理水については、第１編１－１－23 建設副産物及び第１編３－21－２事業損失防止費の規定により

処理するものとする。 

なお、これにより難い場合については、監督職員と協議するものとする。 

20－５－４～20－５－６ ［略］ 

 

に、事後の処理について協議しなければならない。 

11・12 ［略］ 

20－４－４～20－４－６ ［略］ 

第５節 仮設工 

20－５－１・12－５－２ ［略］ 

20－５－３ 泥水処理設備工 

泥水処理設備については、設計図書に示すとおり設置するものとする。泥水処理設備から発生する汚泥

及び処理水については、第１編１－１－22 建設副産物及び第１編３－21－２事業損失防止費の規定により

処理するものとする。 

なお、これにより難い場合については、監督職員と協議するものとする。 

20－５－４～20－５－６ ［略］ 

 

 



章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容

1-1-1 ・設計図書間で相違があるとき 1-1-2 ・品質を証明する試験機関及び同 1-1-1 ・SI単位と非SI単位との数値が 1-1-3 ・設計図書の照査を行い該当する 1-1-24 ・特定建設資材の分別解体等及び

1-1-3 ・設計図書の照査範囲を超える資料   等以上の品質 　異なる場合　 　事実がある場合の確認できる資 　再資源化

　の作成 1-1-3 ・契約図書及びその他の図書の第 1-1-20 ・工期変更 1-1-4 ・請負代金内訳書、工程表 1-1-26 ・管理基準値及び規格値から外れ

1-1-６ ・詳細な施工計画書   三者への使用・伝達 1-1-23 ・建設副産物の使用について設計 1-1-6 ・着手前に施工計画書（当初・変 　た場合、施工方法の改善策

1-1-12 ・工事用地等の復旧方法 1-1-６ ・施工計画書の記載内容の省略 　図書に示されていない場合   更） 1-1-37  ・履行報告

1-1-17 ・調査・試験に対する協力 1-1-18 ・中止期間中の維持・管理に関す 1-1-29 ・電子化の範囲等 ・詳細な施工計画書 1-1-40  ・地下埋設物等を発見した場合

1-1-18 ・工事の一時中止 る基本計画書 1-1-35 ・定めのない工種の施工管理 1-1-7 ・施工計画台帳(低入札の場合) 1-1-44  ・環境への影響が予知された又は発

1-1-21 ・支給材料及び貸与品の引渡場所 1-1-23 ・建設副産物の任意仮設工事への 1-1-40 ・地下埋設物件等に損害を与えた　 1-1-15 ・施工体制台帳および施工体系図 　生した場合

　及び返還 　使用 　場合の補修 (当初・変更) 1-1-45  ・文化財を発見した場合

1-1-22 ・工事現場発生品の引渡し場所 1-1-25 ・工事材料の品質を証明する資料 1-1-44 ・廃ガス対策型を仕様できない場合 ・下請負人の社会保険等加入に関 1-1-48 ・官公庁との交渉等の内容

1-1-26 ・管理基準値及び規格値から外れ 1-1-40 ・公衆に迷惑を及ぼす施工方法 1-1-54  ・発明又は考案した場合の出願願及 　する必要書類の写し 1-1-52 ・創意工夫等に関する資料

　た場合 ・設計図書に指定した建設機械以 　び権利の帰属等 ・下請負人が社会保険等未加入で 1-1-54 ・業務の遂行により発明又は考案

1-1-32 ・修補の必要があると認めた場合 　外のより条件にあった施工機械 　ある場合の特別事業申請書 　したとき

1-1-33 ・工事の出来高に関する資料の作 　の使用 ・社会保険等の届出の確認書類 1-1-56 ・臨機の措置を講じた場合の内容

　成 1-1-49 ・設計図書に定められた施工時期 1-1-18 ・中止期間中の維持管理基本計画

1-1-36 ・工事検査に必要な仮設物の存置 　及び施工時間を変更する場合 　書

1-1-40 ・地下埋設物の処置 1-1-50 ・用地幅杭、測量標及び多角点等 1-1-21 ・支給材料（又は貸与品）の請求

1-1-43 ・事故報告書の提出期日 　の移設 　書、受領書、返還書

1-1-44 ・環境への影響が予知され又は 1-1-23 ・建設発生土搬出帳票及び廃棄物

　発生した場合 　管理票

1-1-45 ・文化財を発見した場合の処理 ・再生資源利用計画及び再生資源

1-1-48 ・関係官公庁への手続きが 　利用促進計画及び実施状況

　困難な場合 1-1-25 ・工事材料の品質を証明する資料

1-1-50 ・測量結果が設計図書に示されて 1-1-26 ・監督職員の立会願

　いる数値と差異を生じた場合 ・施工管理記録、写真等の資料

・測量標及び多角点を設置するた ・施工段階確認簿

　めの基準点 ・確認状況写真

1-1-51 ・提出書類の書式等に定めのない 1-1-27 ・出来形数量及び出来形図

　場合 ・出来形測量に基づく出来形図

1-1-28 ・工事完成図

・管水路工事の管割図

1-1-29 ・電子媒体

1-1-32 ・完成通知書、設計図書により義

　務付けられた工事記録写真、出

　来形管理資料、工事関係図及び

　工事報告書等の資料

1-1-43 ・事故報告書

1-1-44 ・第三者に損害を与えた場合の

　回避可決に関する判断資料

1-1-46 ・工事用道路の施工計画書

1-1-48 ・法令、条例等による許可書類の

　写し

1-1-49 ・官公庁の休日又は夜間に作業を

　行う場合の理由を付した書面

1-1-50 ・工事測量の結果

1-1-51 ・工事請負契約に係る提出書類

1-1-55 ・発注者用掛金収納書

1-1-57 ・県産建設資材使用状況報告書

1-1-58 ・出鉱証明書

材料

2－1－2 ・工事材料 2－1－2 ・指示された工事材料 2－1－1 ・環境負荷低減に資する物品等の使用 2－1－2 ・監督職員が指示する工事材料の見本 2－7－1 ・アルカリ骨材反応抑制対策の方法及び

2－1－3 ・工事材料の試験及び検査 2－6－3 ・JIS及び土木学会基準に適合しない 2－4－11 ・セメントに高炉セメントB 種以 　又は資料（使用前） 使用した骨材の試験結果

　混和材料を使用する場合 及び 　外を使用する場合

2－6－1

施工共通事項

3－2－2 ・工事記録の提出 3－3－2 ・誤って仕上げ面を超えて発破を 3－2－2 ・基準点及び水準点の移設 3－2－2 ・工事記録 3－2－2 ・架空線等上空施設の現地調査結

3-10-2 ・養生期間 　行ったときの修復工法 3－3－1 ・工事目的物に影響する湧水が発生 ・移設した基準及び水準点の成果図 果

3－3－3 ・水中盛土の気泡及び材料等 　した場合 3－3－3 ・盛土方法が設計図書に示されていない ・観測記録

3－3－7 ・誤って仕上げ面を超えて発破を ・設計図書に伐開物の処理及び除去 　場合の施工方法 3－3－1 ・湧水発生により行った応急処置

　行ったときの修復工法 　作業区分が示されていない場合 3－3－5 ・オープンケーソンが設計図書に 3－3－2 ・崩落、地す滑り等が生じた場合又は

3－3－8 ・受入れ地の地形が実測困難な場合 ・設計図書に表土の運搬場所が指定 　示す深さに達したとき、底面の その恐れがある場合の措置

3－4－2 ・杭先端部の球根形状 　されていない場合 　支持地盤条件が設計図書を満足 3－3－3 ・地盤沈下等に伴う応急処置を行った

・遮へいした場合等の溶接作業 3－3－2 ・土質の著しい変化及び予期しない 　していることが確認できる資料 場合

3－4－3 ・設計図書に示す鉄筋加工、組立、継手 　埋設物を発見した場合 3－3－8 ・受入地の地形を実測した資料 3－4－2 ・鋼杭の溶接結果

　以外の場合 ・崩落、地すべり等が生じた場合、 ・実測に代わる資料 3－5－4 ・植物が枯死した場合の原因調査及び

3－4－6 ・減圧沈下を併用する場合 　又は、そのおそれがある場合の 3－4－1 ・杭の施工記録 再施工の結果

3－5－5 ・錬石積（張）工の合端のモルタル目的 　対処方法 3－4－2 ・埋込み工法における支持層の確認結果 3－6－3 ・発芽不良箇所が生じた場合の原因

3-7－3 ・計画配合の修正等が必要な場合 ・基礎地盤の支持力が得られない場合等 3－4－2 ・溶接工の資格証明書の写し 調査及び再施工の結果

3-7－7 ・全塩化物イオン量の許容値を ・発破施工時の防護柵等が設計図書に 3－4－3 ・床堀完了後の杭頭部の杭径確認写真 ・芝が枯死場合の原因著査及び

　0.6㎏/㎥以下とする場合 　示されていない場合 3－6－6 ・アンカー定着部位置の確認結果 再施工の結果

3-7－12 ・伸縮継目の目地の材質等が設計 3－3－3 ・盛土する地盤に予期しない不良地盤 3-7－2 ・製造会社の材料試験結果、配合の 3-7－9 ・アルカリ骨材抑制対策の方法

　図書に示されていない場合 　が現れた場合の処理方法 　決定に関する資料 3－9－4 ・ガス圧接部の欠陥による外観検査

3－9－2 ・鉄筋配置の施工における形状保 ・沈下等の有害な現象があった場合 ・JISマーク表示確認工場のﾚﾃﾞｨｰ 及び路盤面に異常を発見した場合

　持当を目的とする鉄筋やアング 　の処理方法 　ﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄを用いることが困難な場合 3－11－4 ・路盤面に異常を発見した場合

　ル等の仮設物を本体構造物に残 ・盛土基礎地盤に支持力が得られない 　の品質確認資料 3－13－2 ・CBRを満足しない場合

　置する場合 　場合又は均等性に疑問がある場合 3-7－3 ・計画配合の修正が必要な場合の 3－13－5 ・施工現場周辺の地盤等への影響

3－9－3 ・コンクリート製等以外のスペー ・地盤の沈下又は滑動等が生じる 　変更計画配合表 が生じた場合

　サを用いる場合 　おそれがある場合の処理方法 3-8-2 ・「特定調達品目」の合板型枠を 3－13－6 ・配合試験と一軸圧縮試験による

3－9－4 ・設計図書に示されていない鉄筋 ・設計図書の余盛りの高さが示されて 　使用する場合に、要件を満たし 目標強度の結果

　に継手を設ける場合の継手の位置 　いない場合 　ていることを示す認証マーク等 ・施工現場周辺の地盤等への影響が

　及び方法 3－3－4 ・路体盛土工の締固め基準を確保 　の写真 生じた場合

・ガス圧接部の欠陥による指定の 　できない場合の処理方法 3－9－3 ・鉄筋組立て完了後の検査結果 ・地下埋設物を発見した場合

　検査により難い場合 3－3－5 ・路体盛土工の締固め基準を確保 3－9－4 ・設計図書に示されていない鉄筋に 3－13－7 ・掘削面に異常を発見した場合

3－10－1 ・遅延材、流動化材を使用する場合 　できない場合の処理方法 　継手を設ける場合の継手の位置及 3－20－7 ・電気事業主任技術者の選任

3－10－2 ・特殊な混和剤を使用する場合 3－3－6 ・法面の安定を欠く場合及び方面の 　び方法

3－10－3 ・コンクリートを静水中以外に打ち込む 　不陸を招くおそれのある場合 ・圧接工の名簿及び写真

　場合 3－3－7 ・床堀で崩壊又は破損のおそれがある 3－10－1 ・遅延剤、流動化剤等を使用する場合

第1編　共通編
総則

参考1　土木工事共通仕様書における「指示・承諾・協議・提出・報告」の一覧表

指　　示 承　　諾 協　　議 提　　出 報　　告

章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容

1-1-1 ・設計図書間で相違があるとき 1-1-2 ・品質を証明する試験機関及び同 1-1-1 ・SI単位と非SI単位との数値が 1-1-3 ・設計図書の照査を行い該当する 1-1-23 ・特定建設資材の分別解体等及び

1-1-3 ・設計図書の照査範囲を超える資料   等以上の品質 　異なる場合　 　事実がある場合の確認できる資 　再資源化

　の作成 1-1-3 ・契約図書及びその他の図書の第 1-1-19 ・工期変更 1-1-4 ・請負代金内訳書、工程表 1-1-25 ・管理基準値及び規格値から外れ

1-1-5 ・詳細な施工計画書   三者への使用・伝達 1-1-22 ・建設副産物の使用について設計 1-1-5 ・着手前に施工計画書（当初・変 　た場合、施工方法の改善策

1-1-11 ・工事用地等の復旧方法 1-1-5 ・施工計画書の記載内容の省略 　図書に示されていない場合   更） 1-1-36  ・履行報告

1-1-16 ・調査・試験に対する協力 1-1-17 ・中止期間中の維持・管理に関す 1-1-28 ・電子化の範囲等 ・詳細な施工計画書 1-1-40  ・地下埋設物等を発見した場合

1-1-17 ・工事の一時中止 る基本計画書 1-1-34 ・定めのない工種の施工管理 1-1-6 ・施工計画台帳(低入札の場合) 1-1-42  ・環境への影響が予知された又は発

1-1-20 ・支給材料及び貸与品の引渡場所 1-1-22 ・建設副産物の任意仮設工事への 1-1-38 ・地下埋設物件等に損害を与えた　 1-1-14 ・施工体制台帳および施工体系図 　生した場合

　及び返還 　使用 　場合の補修 (当初・変更) 1-1-43  ・文化財を発見した場合

1-1-21 ・工事現場発生品の引渡し場所 1-1-24 ・工事材料の品質を証明する資料 1-1-42 ・廃ガス対策型を仕様できない場合 ・下請負人の社会保険等加入に関 1-1-46 ・官公庁との交渉等の内容

1-1-25 ・管理基準値及び規格値から外れ 1-1-38 ・公衆に迷惑を及ぼす施工方法 1-1-52  ・発明又は考案した場合の出願願及 　する必要書類の写し 1-1-50 ・創意工夫等に関する資料

　た場合 ・設計図書に指定した建設機械以 　び権利の帰属等 ・下請負人が社会保険等未加入で 1-1-52 ・業務の遂行により発明又は考案

1-1-31 ・修補の必要があると認めた場合 　外のより条件にあった施工機械 　ある場合の特別事業申請書 　したとき

1-1-32 ・工事の出来高に関する資料の作 　の使用 ・社会保険等の届出の確認書類 1-1-54 ・臨機の措置を講じた場合の内容

　成 1-1-47 ・設計図書に定められた施工時期 1-1-17 ・中止期間中の維持管理基本計画

1-1-36 ・工事検査に必要な仮設物の存置 　及び施工時間を変更する場合 　書

1-1-38 ・地下埋設物の処置 1-1-48 ・用地幅杭、測量標及び多角点等 1-1-20 ・支給材料（又は貸与品）の請求

1-1-41 ・事故報告書の提出期日 　の移設 　書、受領書、返還書

1-1-39 ・環境への影響が予知され又は 1-1-22 ・建設発生土搬出帳票及び廃棄物

　発生した場合 　管理票

1-1-43 ・文化財を発見した場合の処理 ・再生資源利用計画及び再生資源

1-1-46 ・関係官公庁への手続きが 　利用促進計画及び実施状況

　困難な場合 1-1-24 ・工事材料の品質を証明する資料

1-1-48 ・測量結果が設計図書に示されて 1-1-25 ・監督職員の立会願

　いる数値と差異を生じた場合 ・施工管理記録、写真等の資料

・測量標及び多角点を設置するた ・施工段階確認簿

　めの基準点 ・確認状況写真

1-1-49 ・提出書類の書式等に定めのない 1-1-26 ・出来形数量及び出来形図

　場合 ・出来形測量に基づく出来形図

1-1-27 ・工事完成図

・管水路工事の管割図

1-1-28 ・電子媒体

1-1-31 ・完成通知書、設計図書により義

　務付けられた工事記録写真、出

　来形管理資料、工事関係図及び

　工事報告書等の資料

1-1-41 ・事故報告書

1-1-42 ・第三者に損害を与えた場合の

　回避可決に関する判断資料

1-1-44 ・工事用道路の施工計画書

1-1-46 ・法令、条例等による許可書類の

　写し

1-1-47 ・官公庁の休日又は夜間に作業を

　行う場合の理由を付した書面

1-1-48 ・工事測量の結果

1-1-49 ・工事請負契約に係る提出書類

1-1-53 ・発注者用掛金収納書

1-1-55 ・県産建設資材使用状況報告書

1-1-56 ・出鉱証明書

材料

2－1－2 ・工事材料 2－1－2 ・指示された工事材料 2－1－1 ・環境負荷低減に資する物品等の使用 2－1－2 ・監督職員が指示する工事材料の見本 2－7－1 ・アルカリ骨材反応抑制対策の方法及び

2－1－3 ・工事材料の試験及び検査 2－6－3 ・JIS及び土木学会基準に適合しない 2－4－11 ・セメントに高炉セメントB 種以 　又は資料（使用前） 使用した骨材の試験結果

　混和材料を使用する場合 及び 　外を使用する場合

2－6－1

施工共通事項

3－2－2 ・工事記録の提出 3－3－2 ・誤って仕上げ面を超えて発破を 3－2－2 ・基準点及び水準点の移設 3－2－2 ・工事記録 3－2－2 ・架空線等上空施設の現地調査結

3-10-2 ・養生期間 　行ったときの修復工法 3－3－1 ・工事目的物に影響する湧水が発生 ・移設した基準及び水準点の成果図 果

3－3－3 ・水中盛土の気泡及び材料等 　した場合 3－3－3 ・盛土方法が設計図書に示されていない ・観測記録

3－3－7 ・誤って仕上げ面を超えて発破を ・設計図書に伐開物の処理及び除去 　場合の施工方法 3－3－1 ・湧水発生により行った応急処置

　行ったときの修復工法 　作業区分が示されていない場合 3－3－5 ・オープンケーソンが設計図書に 3－3－2 ・崩落、地す滑り等が生じた場合又は

3－3－8 ・受入れ地の地形が実測困難な場合 ・設計図書に表土の運搬場所が指定 　示す深さに達したとき、底面の その恐れがある場合の措置

3－4－2 ・杭先端部の球根形状 　されていない場合 　支持地盤条件が設計図書を満足 3－3－3 ・地盤沈下等に伴う応急処置を行った

・遮へいした場合等の溶接作業 3－3－2 ・土質の著しい変化及び予期しない 　していることが確認できる資料 場合

3－4－3 ・設計図書に示す鉄筋加工、組立、継手 　埋設物を発見した場合 3－3－8 ・受入地の地形を実測した資料 3－4－2 ・鋼杭の溶接結果

　以外の場合 ・崩落、地すべり等が生じた場合、 ・実測に代わる資料 3－5－4 ・植物が枯死した場合の原因調査及び

3－4－6 ・減圧沈下を併用する場合 　又は、そのおそれがある場合の 3－4－1 ・杭の施工記録 再施工の結果

3－5－5 ・錬石積（張）工の合端のモルタル目的 　対処方法 3－4－2 ・埋込み工法における支持層の確認結果 3－6－3 ・発芽不良箇所が生じた場合の原因

3-7－3 ・計画配合の修正等が必要な場合 ・基礎地盤の支持力が得られない場合等 3－4－2 ・溶接工の資格証明書の写し 調査及び再施工の結果

3-7－7 ・全塩化物イオン量の許容値を ・発破施工時の防護柵等が設計図書に 3－4－3 ・床堀完了後の杭頭部の杭径確認写真 ・芝が枯死場合の原因著査及び

　0.6㎏/㎥以下とする場合 　示されていない場合 3－6－6 ・アンカー定着部位置の確認結果 再施工の結果

3-7－12 ・伸縮継目の目地の材質等が設計 3－3－3 ・盛土する地盤に予期しない不良地盤 3-7－2 ・製造会社の材料試験結果、配合の 3-7－9 ・アルカリ骨材抑制対策の方法

　図書に示されていない場合 　が現れた場合の処理方法 　決定に関する資料 3－9－4 ・ガス圧接部の欠陥による外観検査

3－9－2 ・鉄筋配置の施工における形状保 ・沈下等の有害な現象があった場合 ・JISマーク表示確認工場のﾚﾃﾞｨｰ 及び路盤面に異常を発見した場合

　持当を目的とする鉄筋やアング 　の処理方法 　ﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄを用いることが困難な場合 3－11－4 ・路盤面に異常を発見した場合

　ル等の仮設物を本体構造物に残 ・盛土基礎地盤に支持力が得られない 　の品質確認資料 3－13－2 ・CBRを満足しない場合

　置する場合 　場合又は均等性に疑問がある場合 3-7－3 ・計画配合の修正が必要な場合の 3－13－5 ・施工現場周辺の地盤等への影響

3－9－3 ・コンクリート製等以外のスペー ・地盤の沈下又は滑動等が生じる 　変更計画配合表 が生じた場合

　サを用いる場合 　おそれがある場合の処理方法 3-8-2 ・「特定調達品目」の合板型枠を 3－13－6 ・配合試験と一軸圧縮試験による

3－9－4 ・設計図書に示されていない鉄筋 ・設計図書の余盛りの高さが示されて 　使用する場合に、要件を満たし 目標強度の結果

　に継手を設ける場合の継手の位置 　いない場合 　ていることを示す認証マーク等 ・施工現場周辺の地盤等への影響が

　及び方法 3－3－4 ・路体盛土工の締固め基準を確保 　の写真 生じた場合

・ガス圧接部の欠陥による指定の 　できない場合の処理方法 3－9－3 ・鉄筋組立て完了後の検査結果 ・地下埋設物を発見した場合

　検査により難い場合 3－3－5 ・路体盛土工の締固め基準を確保 3－9－4 ・設計図書に示されていない鉄筋に 3－13－7 ・掘削面に異常を発見した場合

3－10－1 ・遅延材、流動化材を使用する場合 　できない場合の処理方法 　継手を設ける場合の継手の位置及 3－20－7 ・電気事業主任技術者の選任

3－10－2 ・特殊な混和剤を使用する場合 3－3－6 ・法面の安定を欠く場合及び方面の 　び方法

3－10－3 ・コンクリートを静水中以外に打ち込む 　不陸を招くおそれのある場合 ・圧接工の名簿及び写真

　場合 3－3－7 ・床堀で崩壊又は破損のおそれがある 3－10－1 ・遅延剤、流動化剤等を使用する場合

第1編　共通編
総則

参考1　土木工事共通仕様書における「指示・承諾・協議・提出・報告」の一覧表

指　　示 承　　諾 協　　議 提　　出 報　　告

改　正　後 改　正　前



章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容

指　　示 承　　諾 協　　議 提　　出 報　　告

3－10－4 ・海水の作用を受けるコンクリートの 　構造物等を発見した場合の対策等 　の資料

　打継目 ・湧水等の規模が大きく床堀が困難な 3－11－3 ・製造会社の材料試験成績書、配合

3－11－3 ・下層路盤の締め固めで路床の状態 　場合の施工方法 　及び基準密度の決定に関する資料

　等により規格値が満足できない場合 ・設計図書に示す断面を超えて既設 ・瀝青材料の品質表明

・セメント及び石灰量 　構造物等を切削する場合 3－12－2 ・安定剤の試験成績書

・一軸圧縮試験の省略 ・水中埋戻しを行う場合の施工方法 ・CBR試験結果

・セメント及び石灰安定処理路盤材 ・埋戻し用土に有害物を含む場合 3－13－6 ・薬液注入に伴う現場責任者の経歴書

　の最大乾燥密度 3－3－8 ・指定場所以外に建設発生土を処分 ・注入の効果が確認できる資料

・過去の実績又は定期試験による 　する場合の処分方法等 3－20－1 ・仮設工の施工計画書

　試験練り報告書 ・受入れ地の施工条件について設計図書

・安定処理工の締め固めで路床の状態 　に示されていない場合

　等により規格値が満足できない場合 3－4－1 ・試験杭で十分な情報が得られな

・混合物排出時の温度 　い場合の施工方法

・気温が指定温度以下のとき及び ・杭が破損、わん曲等が発生したとき

　雨天時の施工 　又は打ち込み傾斜の著しい場合

・瀝青材料の品質表明 ・打ち込み不能又は指定の支持力に

3－11－4 ・暑中、寒中コンクリートとなる場合 　達しない場合の処置方法

　の施工方法、養生方法 ・土質状況等により設計図書により

3－13－2 ・安定剤の試験成績書 　難い場合

・使用する安定剤の添加量及び土 3－4－2 ・設計図書に示されていない場合の

　のCBR試験結果 　溶接の個数及び箇所

・紛状の生石灰を用いて、混合回数を 3－4－3 ・杭径が出来形管理基準を満たさない

　１回で完了させる場合 　場合の補修方法

・気温が５℃以下のとき及び雨天時 3－4－5 ・沈下に際し火薬類を使用する必

　の施工 　要が生じた場合における設計図

3－13－6 ・薬液注入施工に伴う現場責任者 　書

・薬液注入の工法及び材料 ・著しく沈下が困難な場合の処理方法

3－21－2 ・濁水処理施設を設置する場合の 3－4－7 ・矢板が入らない、あるいは破損及び

　濁水処理施設計画書等 　打ち込み傾斜の著しい場合

3－21－3 ・試験結果より漏水対策を講じる 3－5－1 ・排水孔の位置が設計図書に示されて

　必要がある場合の方法 　いない場合の施工方法

3－6－4 ・湧水が発生した場合の施工方法

・伸縮目地、水抜き孔の施工において

　設計図書により難い場合

3－6－6 ・周辺地盤、アンカー定着地盤に影響

　がある場合

・削孔が不能となった場合の処置方法

3-7－1 ・コンクリート使用量が少量で共通仕様書

　に示されていない場合

3-7－2 ・トラックアジテータ以外を使用する

場合

3-7-10 ・練り混ぜから打ち終わるまでの

　時間が規定する時間を超える場

　合

3-7-11 ・表3-7-2に示していないセメン

　トを使用する際の湿潤養生期間

3-7-12 ・設計書に示されていない打継目

　を設ける場合

3-8-2 ・流用当により認証マークが確認

　できない場合

3－9－3 ・鉄筋のガス圧接箇所が設計図書

　どおりに施工できない場合の処

　置方法

3－11－2 ・路床及び路盤面に異常を発見した場合

　の処理方法処置方法

3－11－3 ・瀝青材料の加熱温度

・路盤面に異常を発見した場合の

　処置方法

3－11－4 ・路盤面に異常を発見した場合の

　処置方法

3－12－2 ・防護柵の設置位置に支障がある場合

　又はしめされていない場合

・金具類の規格及び塗装等が設計図書

　に示されていない場合

3－13－1 ・改良工法、改良材、投入量の変更を

　行う場合

3－13－2 ・所定のCBRを満足しない場合の

　処置方法

3－13－5 ・施工現場周辺の地盤等への影響が

　生じた場合の対応方法

3－13－6 ・施工現場周辺の地盤等への影響が

　生じた場合の対応方法

・地下埋設物を発見した場合の対応方法

3－13－7 ・掘削面に異常を発見した場合の処置

　方法

3－15－1 ・復旧する耕土厚の確保が困難となった

　場合

3－16－2 ・発生土が再利用に耐えない場合の

　処置方法

3－16－3 ・発生材が再利用に耐えない場合の

　処置方法

3－17－8 ・発生材が再利用に耐えない場合の

　処置方法

3－17－9 ・発生材が再利用に耐えない場合の

　処置方法

3－17－11 ・発生材が再利用に耐えない場合の

　処置方法

3－18－1 ・境界杭の設置が設計図書に示されて

　いない場合

・隣地地権者との間にトラブルが生じた

　場合

3－18－2 ・境界杭が設計図書に示す深さに埋設

章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容

指　　示 承　　諾 協　　議 提　　出 報　　告

3－10－4 ・海水の作用を受けるコンクリートの 　構造物等を発見した場合の対策等 　の資料

　打継目 ・湧水等の規模が大きく床堀が困難な 3－11－3 ・製造会社の材料試験成績書、配合

3－11－3 ・下層路盤の締め固めで路床の状態 　場合の施工方法 　及び基準密度の決定に関する資料

　等により規格値が満足できない場合 ・設計図書に示す断面を超えて既設 ・瀝青材料の品質表明

・セメント及び石灰量 　構造物等を切削する場合 3－12－2 ・安定剤の試験成績書

・一軸圧縮試験の省略 ・水中埋戻しを行う場合の施工方法 ・CBR試験結果

・セメント及び石灰安定処理路盤材 ・埋戻し用土に有害物を含む場合 3－13－6 ・薬液注入に伴う現場責任者の経歴書

　の最大乾燥密度 3－3－8 ・指定場所以外に建設発生土を処分 ・注入の効果が確認できる資料

・過去の実績又は定期試験による 　する場合の処分方法等 3－20－1 ・仮設工の施工計画書

　試験練り報告書 ・受入れ地の施工条件について設計図書

・安定処理工の締め固めで路床の状態 　に示されていない場合

　等により規格値が満足できない場合 3－4－1 ・試験杭で十分な情報が得られな

・混合物排出時の温度 　い場合の施工方法

・気温が指定温度以下のとき及び ・杭が破損、わん曲等が発生したとき

　雨天時の施工 　又は打ち込み傾斜の著しい場合

・瀝青材料の品質表明 ・打ち込み不能又は指定の支持力に

3－11－4 ・暑中、寒中コンクリートとなる場合 　達しない場合の処置方法

　の施工方法、養生方法 ・土質状況等により設計図書により

3－13－2 ・安定剤の試験成績書 　難い場合

・使用する安定剤の添加量及び土 3－4－2 ・設計図書に示されていない場合の

　のCBR試験結果 　溶接の個数及び箇所

・紛状の生石灰を用いて、混合回数を 3－4－3 ・杭径が出来形管理基準を満たさない

　１回で完了させる場合 　場合の補修方法

・気温が５℃以下のとき及び雨天時 3－4－5 ・沈下に際し火薬類を使用する必

　の施工 　要が生じた場合における設計図

3－13－6 ・薬液注入施工に伴う現場責任者 　書

・薬液注入の工法及び材料 ・著しく沈下が困難な場合の処理方法

3－21－2 ・濁水処理施設を設置する場合の 3－4－7 ・矢板が入らない、あるいは破損及び

　濁水処理施設計画書等 　打ち込み傾斜の著しい場合

3－21－3 ・試験結果より漏水対策を講じる 3－5－1 ・排水孔の位置が設計図書に示されて

　必要がある場合の方法 　いない場合の施工方法

3－6－4 ・湧水が発生した場合の施工方法

・伸縮目地、水抜き孔の施工において

　設計図書により難い場合

3－6－6 ・周辺地盤、アンカー定着地盤に影響

　がある場合

・削孔が不能となった場合の処置方法

3-7－1 ・コンクリート使用量が少量で共通仕様書

　に示されていない場合

3-7－2 ・トラックアジテータ以外を使用する

場合

3-7-10 ・練り混ぜから打ち終わるまでの

　時間が規定する時間を超える場

　合

3-7-11 ・表3-7-2に示していないセメン

　トを使用する際の湿潤養生期間

3-7-12 ・設計書に示されていない打継目

　を設ける場合

3-8-2 ・流用当により認証マークが確認

　できない場合

3－9－3 ・鉄筋のガス圧接箇所が設計図書

　どおりに施工できない場合の処

　置方法

3－11－2 ・路床及び路盤面に異常を発見した場合

　の処理方法処置方法

3－11－3 ・瀝青材料の加熱温度

・路盤面に異常を発見した場合の

　処置方法

3－11－4 ・路盤面に異常を発見した場合の

　処置方法

3－12－2 ・防護柵の設置位置に支障がある場合

　又はしめされていない場合

・金具類の規格及び塗装等が設計図書

　に示されていない場合

3－13－1 ・改良工法、改良材、投入量の変更を

　行う場合

3－13－2 ・所定のCBRを満足しない場合の

　処置方法

3－13－5 ・施工現場周辺の地盤等への影響が

　生じた場合の対応方法

3－13－6 ・施工現場周辺の地盤等への影響が

　生じた場合の対応方法

・地下埋設物を発見した場合の対応方法

3－13－7 ・掘削面に異常を発見した場合の処置

　方法

3－15－1 ・復旧する耕土厚の確保が困難となった

　場合

3－16－2 ・発生土が再利用に耐えない場合の

　処置方法

3－16－3 ・発生材が再利用に耐えない場合の

　処置方法

3－17－8 ・発生材が再利用に耐えない場合の

　処置方法

3－17－9 ・発生材が再利用に耐えない場合の

　処置方法

3－17－11 ・発生材が再利用に耐えない場合の

　処置方法

3－18－1 ・境界杭の設置が設計図書に示されて

　いない場合

・隣地地権者との間にトラブルが生じた

　場合

3－18－2 ・境界杭が設計図書に示す深さに埋設

改　正　後 改　正　前



章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容

指　　示 承　　諾 協　　議 提　　出 報　　告

　できないとき

3－19－3 ・鋼矢板及びH鋼杭の引き抜き後、地盤

　に変化が生じた場合

・根固めブロックに付着した土砂、泥土

　ごみを現場内において取り除いた後、

　運搬し難い場合

3－19－4 ・道路施設の撤去で損傷等の悪影響が

　生じた場合の措置

3－19－5 ・設計図書に示された場所以外で撤去

　物を処分する場合の処分方法

3－20－9 ・粉じん濃度3㎎/㎥を達成することが

　困難と考えられる場合

3－20－10 ・工事車両が車輪に泥土、土砂を付着

　したまま現場外に出るおそれがある

　場合

・工事用機械及び車両の走行によって

　砂塵の被害を第三者に及ぼすおそれ

　がある場合

3－21－2 ・濁水処理後の汚泥等の処理方法

3－21－3 ・管継目試験の実施が困難な場合

 第２遍　工事別遍ほ場整備工事

1－2－2 ・計画以外の場所で排水及び湧水処理

1－2－2 ・石礫の処理を地区外に処理する場合 　を使用する場合行う必要が生じた場合

1－3－4 ・暗渠排水の効果が阻害されるおそれ

　がある場合

1－4－5 ・取水口及び分水施設が現地と適合

　しない場合

1－4－6 ・桝、管渠、呑口、吐口が現地と適合

　しない場合

農地造成工事

2－3－1 ・計画以外の箇所で暗渠排水の必要 2－5－1 ・土壌改良材の保証票 2－3－1 ・計画以外の箇所で暗渠排水の必要

　があると認められるときの処理方法 があると認められるとき

2－3－2 ・伐開物の処分方法

・設計図書に抜根及び排根の集積場所

　及び処理方法が示されていない場合

・岩盤又は転石等、不適当な土質、多量

　の湧水が出現した場合

2－5－1 ・設計図書に雑物及び石礫の処理方法

　が示されていない場合

農道工事

3－13－2 ・側溝設置による勾配 3－8－5 ・指針の規定以外の施工方法による 3－3－1 ・路床面の支持力が得られない場合

3－14－3 ・区画線の施工場所、施工方法 　場合 　又は均等性に疑問がある場合

　施工種類 3－9－2 ・自由勾配側溝の底版コンクリート 3－6－6 ・盛土及び壁面材に異常な変異が観測

　厚さが設計図書により難い場合 　された場合

3－14－3 ・規定の品質以外の反射シートを 3－8－5 ・設計図書に示された据付勾配により

　用いる場合 　難い場合

3－9－2 ・設計図書に示された水路勾配により

　難い場合

・軟弱地盤が出現した場合の施工方法

・コルゲートフリュームのあげこしを行う

　必要が生じた場合の布設方法

3－9－4 ・集水桝の高さ調整が必要な場合

3－9－5 ・新たに地下水脈を発見した場合の対策

3－10－2 ・アンカーピンの打ち込みが岩盤で

　不可能な場合

・落石防止網工が設計図書に示す設置

　方法により難い場合

3－14－3 ・標識の設置において障害物がある場合

3－14－7 ・設計図書に視線誘導標の設置位置が

　示されていない場合

・設計図書に距離標の設置位置が

　示されていない場合

・設計図書に道路鋲の設置位置が

　示されていない場合

水路トンネル工事

4－5－1 ・支保工の間隔 4－2－2 ・坑内観察調査、内空変位測定、 4－5－1 ・掘削岩質分類表の変更 4－2－2 ・杭内観察調査、内空変位測定、天端 4－2－2 ・施工中の異常及び支障を与える

　天端沈下測定及び地表沈下測定の ・底版支承面が軟弱で沈下のおそれが 　沈下測定及び地表沈下測定の計測結果 おそれがある場合、又は災害防止

　計測結果 　ある場合の沈下防止を図るための方法 　（検査時） の措置をとった場合

4－5－1 ・地山の部分的な突出で岩質が堅硬で ・支保工パターンが地山条件により、 ・地質、湧水、その他自然現象、支保工 4－5－1 ・岩の分類の境界が現地と一致しない

　かつ履工の強度に影響がないものを 　より難い場合 　、履工等の状況記録（請求） 場合

　設計巻厚線内に入れる場合 ・金網工に使用する材料が湧水等 4－5－1 ・岩の分類の境界が現地と一致しない ・支保工に異常が発生した場合

・余堀が生じた場合の充電材料及び 　により、これにより難い場合 　場合の確認資料（検査時）

　施工方法 ・吹付けコンクリートの湿式方法が湧水 ・火薬取扱量、火薬取扱主任の経歴書

・逆巻き区間を千鳥以外の方法で 　等により、より難い場合

抜き堀りする場合 ・地山からの湧水のため吹き付け

・鋼製支保工を使用する場合の加工図 　コンクリートの施工が困難な場合

・鋼製支保工の曲げ加工で冷間加工 ・ロックボトルが施工できない場合、又は

　以外の加工を行う場合 　増打ちが必要な場合

4－5－2 ・履工の施工時期 ・地山条件やせん孔の状況、湧水状況

・履工の型砕 　により、設計で示す仕様で施工できない

・鋼製移動式の型砕以のものを使用 　場合

　する場合 ・地山の岩質、地質、せん工の状況から

・インパートの掘削で掘削線を越えて 　定着方式、定着材が出来ない場合

　掘り過ぎた場合の処理方法及び 4－5－2 ・履工のコンクリート打設に湧水がある

　充電材料 　場合

・鋼製支保工以外の支保材料を設計巻

　厚線内に入れる場合の施工方法

・計測Aの結果による履工コンクリート

　の打設時期

4－5－3 ・裏込注入、の注入材料、注入時期、

　注入圧力、注入の終了時期等

・設計図書に示す注入圧力に達しない

章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容

指　　示 承　　諾 協　　議 提　　出 報　　告

　できないとき

3－19－3 ・鋼矢板及びH鋼杭の引き抜き後、地盤

　に変化が生じた場合

・根固めブロックに付着した土砂、泥土

　ごみを現場内において取り除いた後、

　運搬し難い場合

3－19－4 ・道路施設の撤去で損傷等の悪影響が

　生じた場合の措置

3－19－5 ・設計図書に示された場所以外で撤去

　物を処分する場合の処分方法

3－20－9 ・粉じん濃度3㎎/㎥を達成することが

　困難と考えられる場合

3－20－10 ・工事車両が車輪に泥土、土砂を付着

　したまま現場外に出るおそれがある

　場合

・工事用機械及び車両の走行によって

　砂塵の被害を第三者に及ぼすおそれ

　がある場合

3－21－2 ・濁水処理後の汚泥等の処理方法

3－21－3 ・管継目試験の実施が困難な場合

 第２遍　工事別遍ほ場整備工事

1－2－2 ・計画以外の場所で排水及び湧水処理

1－2－2 ・石礫の処理を地区外に処理する場合 　を使用する場合行う必要が生じた場合

1－3－4 ・暗渠排水の効果が阻害されるおそれ

　がある場合

1－4－5 ・取水口及び分水施設が現地と適合

　しない場合

1－4－6 ・桝、管渠、呑口、吐口が現地と適合

　しない場合

農地造成工事

2－3－1 ・計画以外の箇所で暗渠排水の必要 2－5－1 ・土壌改良材の保証票 2－3－1 ・計画以外の箇所で暗渠排水の必要

　があると認められるときの処理方法 があると認められるとき

2－3－2 ・伐開物の処分方法

・設計図書に抜根及び排根の集積場所

　及び処理方法が示されていない場合

・岩盤又は転石等、不適当な土質、多量

　の湧水が出現した場合

2－5－1 ・設計図書に雑物及び石礫の処理方法

　が示されていない場合

農道工事

3－13－2 ・側溝設置による勾配 3－8－5 ・指針の規定以外の施工方法による 3－3－1 ・路床面の支持力が得られない場合

3－14－3 ・区画線の施工場所、施工方法 　場合 　又は均等性に疑問がある場合

　施工種類 3－9－2 ・自由勾配側溝の底版コンクリート 3－6－6 ・盛土及び壁面材に異常な変異が観測

　厚さが設計図書により難い場合 　された場合

3－14－3 ・規定の品質以外の反射シートを 3－8－5 ・設計図書に示された据付勾配により

　用いる場合 　難い場合

3－9－2 ・設計図書に示された水路勾配により

　難い場合

・軟弱地盤が出現した場合の施工方法

・コルゲートフリュームのあげこしを行う

　必要が生じた場合の布設方法

3－9－4 ・集水桝の高さ調整が必要な場合

3－9－5 ・新たに地下水脈を発見した場合の対策

3－10－2 ・アンカーピンの打ち込みが岩盤で

　不可能な場合

・落石防止網工が設計図書に示す設置

　方法により難い場合

3－14－3 ・標識の設置において障害物がある場合

3－14－7 ・設計図書に視線誘導標の設置位置が

　示されていない場合

・設計図書に距離標の設置位置が

　示されていない場合

・設計図書に道路鋲の設置位置が

　示されていない場合

水路トンネル工事

4－5－1 ・支保工の間隔 4－2－2 ・坑内観察調査、内空変位測定、 4－5－1 ・掘削岩質分類表の変更 4－2－2 ・杭内観察調査、内空変位測定、天端 4－2－2 ・施工中の異常及び支障を与える

　天端沈下測定及び地表沈下測定の ・底版支承面が軟弱で沈下のおそれが 　沈下測定及び地表沈下測定の計測結果 おそれがある場合、又は災害防止

　計測結果 　ある場合の沈下防止を図るための方法 　（検査時） の措置をとった場合

4－5－1 ・地山の部分的な突出で岩質が堅硬で ・支保工パターンが地山条件により、 ・地質、湧水、その他自然現象、支保工 4－5－1 ・岩の分類の境界が現地と一致しない

　かつ履工の強度に影響がないものを 　より難い場合 　、履工等の状況記録（請求） 場合

　設計巻厚線内に入れる場合 ・金網工に使用する材料が湧水等 4－5－1 ・岩の分類の境界が現地と一致しない ・支保工に異常が発生した場合

・余堀が生じた場合の充電材料及び 　により、これにより難い場合 　場合の確認資料（検査時）

　施工方法 ・吹付けコンクリートの湿式方法が湧水 ・火薬取扱量、火薬取扱主任の経歴書

・逆巻き区間を千鳥以外の方法で 　等により、より難い場合

抜き堀りする場合 ・地山からの湧水のため吹き付け

・鋼製支保工を使用する場合の加工図 　コンクリートの施工が困難な場合

・鋼製支保工の曲げ加工で冷間加工 ・ロックボトルが施工できない場合、又は

　以外の加工を行う場合 　増打ちが必要な場合

4－5－2 ・履工の施工時期 ・地山条件やせん孔の状況、湧水状況

・履工の型砕 　により、設計で示す仕様で施工できない

・鋼製移動式の型砕以のものを使用 　場合

　する場合 ・地山の岩質、地質、せん工の状況から

・インパートの掘削で掘削線を越えて 　定着方式、定着材が出来ない場合

　掘り過ぎた場合の処理方法及び 4－5－2 ・履工のコンクリート打設に湧水がある

　充電材料 　場合

・鋼製支保工以外の支保材料を設計巻

　厚線内に入れる場合の施工方法

・計測Aの結果による履工コンクリート

　の打設時期

4－5－3 ・裏込注入、の注入材料、注入時期、

　注入圧力、注入の終了時期等

・設計図書に示す注入圧力に達しない

改　正　後 改　正　前



章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容

指　　示 承　　諾 協　　議 提　　出 報　　告

　場合

水路工事

5－2－2 ・伸縮継目又は伸縮継目の位置を設計 5－6－3 ・事業協会規格以外の製品を使用する 5－2－2 ・既製杭等の輸送計画を記載した 5－2－2 ・暗渠工及びサイホン工の施工中の

　図書の規定によらない場合 　場合、底版接合鉄筋の継手の施工 　施工計画書 躯体沈下の観測結果

5－6－3 ・事業協会規格以外の製品を使用する 　方法

　場合、底版接合鉄筋の継手の施工方法

5－11－2 ・設計図書に示す以外の打継目を施工

　する場合

河川及び排水路工事

6－7－1 ・根固め工の施工で予期しない障害

　となる工作物等が現れた場合

6－7－3 ・捨石工で捨石基礎に影響がある場合の

　施工方法

6－9－1 ・設計図書に定められていない仮締切

　を設置する場合

6－9－2 ・基礎下面の土質が不適当の場合の

　処理

・仮締切内に予期しない湧水がある場合

　の処置

6－9－6 ・鋼構造物埋設と本体コンクリートの

　同時施工が困難な場合

管水路工事

7－2－2 ・管体及びゴム輪等の損傷を発見した 7－2－2 ・管番号を記載した管割図 7－5－1 ・急な縦断勾配に砂基礎を施工する 7－6－2 ・接着剤の性質等に関する資料 7－2－2 ・管体及びゴム輪等の損傷を発見した

　場合 ・布設にともない変更となった管 　場合及び湧水が多い場合 7－6－4 ・鋼管の製作図書 場合

　割図 7－6－4 ・据付の際、不適当な部材を発見した ・現場溶接に従事する溶接工の資格 ・管の接続後の点検結果

7－6－4 ・鋼管の製作図書 　場合 　等を証明する書類 7－6－4 ・溶接部の判定記録

畑かん施設工事

8－9－3 ・散水器具の承認図及び試験成績書等 8－9－1 ・給水栓の設置が現地状況からより 8－9－3 ・散水器具の承認図及び試験成績書等

　難い場合

8－9－2 ・散水施設の設置が現地状況からより

　難い場合

フィルダム工事

10－4－1 ・風化岩等不良岩及び破砕帯、断層の 10－4－1 ・過掘の処理に使用する埋戻材料及び 10－13－1 ・閉塞工の施工時期 10－4－1 ・設計図書に示す資料及び基礎地盤 10－8－2 ・埋設後、計器の作動状況の検査

　処理 　施工方法 10－13－2 ・グラウチングトンネルの施工の詳細 　の確認に必要な資料 ・観測計器の動作確認

・基礎地盤からの湧水処理の方法 10－5－2 ・盛立材料をダム盛立工事以外の工事 10－5－2 ・盛立材料の品質管理試験結果 10－9－3 ・コンクリートの打込みで完了後、

10－5－2 ・盛立材料をダム盛立工事以外の工事 に使用する場合 10－8－2 ・観測計器の設置に係る諸結果 観測計器の作動状況の検査

　に使用する場合 10－8－1 ・盛立ゾーンの一部を先行して盛立て

・盛立材料が品質試験の結果から 　る場合、その範囲と形状等 10－9－3 ・計器製造者の品質又は性能に関

　不適当と認めた場合 ・遮水ゾーン及びフィルターゾーンを 　する資料

・盛立材料の試験 　横断する運搬路を設ける場合の構造 ・観測計器の設置に係る諸結果

10－8－1 ・基礎地盤の確認後、地盤を長期間 　及び位置 10－11－1 ・計量装置の検査結果

　放置した場合、又は地盤が著しく変化 ・雨水の浸透を防ぐ措置 ・各孔ごとの注入時間、注入圧力及び

　した場合 ・転圧機械を斜面付近でダム軸と直角 　注入量を記録した資料

・盛立材料が設計図書に示す品質と 　方向に走行させる場合 ・水押し試験及び透水試験の記録

　合致しない場合 10－8－2 ・埋設計器の性能検査

・湧水や流水の影響がある場合の材料 10－9－4 ・設計図書に示されていない打継目、

　盛立て前の処理方法 　又は施行上必要と認められていない

・盛立材料の転圧が不適当と認めた 　打継目をやむを得ず設ける場合

　場合の処理方法 ・やむを得ずピッチングを行う場合

・観測計器の測定値に異常が発生した ・長時間打ち止めした水平打継目の

　場合の処理方法 　処理

・遮水材が設計図書に示す含水比を 10－11－1 ・追加削孔の削孔位置

　確保できない場合の処理方法 ・グラウチング用配管の配管方法

・転圧した層の密着が確保できない ・セメントミルクの製造方法及び輸送

　場合の処理方法 　方法

10－9－2 ・コンクリート構造物がダム堤体に ・水及びセメント等の計量方法

　接する場合の処理方法 ・セメントミルク注入記録の整理方法

10－9－4 ・水平打継目の処理を行う時期 ・追加グラウチングの追加孔の位置、

10－11－1 ・基礎グラウチングの施工 　方向、深度、注入仕様等

・削孔中に岩質の変化が認められた 10－13－1 ・閉塞コンクリートの運搬及び打込み

　場合 　方法

・採取したコアの納入場所 ・仮締切等からの漏水がある場合の

・セメントミルクを注入圧力及びセメント 　処理方法

　ミルクの配合、切替え

・セメントミルク注入効果の判定を行い

　チェック孔の位置、方向、深度、及び

　その処理方法等

コンクリートダム工事

11-6-1 ・骨材をダム本体コンクリート工 11-6-1  ・骨材をダム本体コンクリート工 11-8-7 ・断層の規模、位置が明確になっ 11-6-1 ・現場配合に関する資料、又は配 11-6-6  ・セメントミルクの比重測定上

　事以外に使用する場合 　事以外に使用する場合 　た時点 　合の修正が必要になった場合は 　所、時期の結果

・規定の配合とならないコンクリ ・現場配合に関する資料、又は配 　その資料

　ート等の破棄及び運搬場所 　合の修正が必要となった場合は ・計量装置の検査結果

11-6-2 ・ハーフリフト高さについて 　その資料 ・ミキサの練混ぜ性能の試験結果

11-6-5  ・冷却管の事故等が発生した場合 11-6-2 ・打込みブロックの工程計画 ・強制練りミキサの性能試験結果

　の打込みコンクリートの除去等 ・コンクリートの打上がり速度 ・打込みブロックの工程計画

　の処置 ・設計図書に示す以外の材齢でコ ・型枠の構造図

・冷却完了後の外部配管等の撤去 　ンクリートを打継ぐ場合 ・冷却管の設計計画図

11-6-6  ・継目グラウチングの注入中、異 ・やむを得ずコールドジョイント ・冷却用設備の設計計画図

　常を認めた場合の処理方法 　を設ける場合の施工方法

・注入完了後の各ヘッド管口部及 ・日平均気温が４℃以下になるお

　びダイヤルゲージ取付金物等の 　それのある場合でのコンクリー

　存置、撤去 　トの打込みを行う場合

・セメントミルクの比重測定場 ・打込み温度が25℃以上になる

　所、時期 　おそれのある場合でのコンクリ

　ートの打込みを行う場合

・降雨、降雪、強風等でのコンク

　リートの打込みを行う場合

・各リフトの上面を排水のために

　勾配をつける場合

・打継目を長期間放置する場合の

　表面の保護等

11-6-3 ・特殊な箇所で鋼製型枠以外の型

章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容

指　　示 承　　諾 協　　議 提　　出 報　　告

　場合

水路工事

5－2－2 ・伸縮継目又は伸縮継目の位置を設計 5－6－3 ・事業協会規格以外の製品を使用する 5－2－2 ・既製杭等の輸送計画を記載した 5－2－2 ・暗渠工及びサイホン工の施工中の

　図書の規定によらない場合 　場合、底版接合鉄筋の継手の施工 　施工計画書 躯体沈下の観測結果

5－6－3 ・事業協会規格以外の製品を使用する 　方法

　場合、底版接合鉄筋の継手の施工方法

5－11－2 ・設計図書に示す以外の打継目を施工

　する場合

河川及び排水路工事

6－7－1 ・根固め工の施工で予期しない障害

　となる工作物等が現れた場合

6－7－3 ・捨石工で捨石基礎に影響がある場合の

　施工方法

6－9－1 ・設計図書に定められていない仮締切

　を設置する場合

6－9－2 ・基礎下面の土質が不適当の場合の

　処理

・仮締切内に予期しない湧水がある場合

　の処置

6－9－6 ・鋼構造物埋設と本体コンクリートの

　同時施工が困難な場合

管水路工事

7－2－2 ・管体及びゴム輪等の損傷を発見した 7－2－2 ・管番号を記載した管割図 7－5－1 ・急な縦断勾配に砂基礎を施工する 7－6－2 ・接着剤の性質等に関する資料 7－2－2 ・管体及びゴム輪等の損傷を発見した

　場合 ・布設にともない変更となった管 　場合及び湧水が多い場合 7－6－4 ・鋼管の製作図書 場合

　割図 7－6－4 ・据付の際、不適当な部材を発見した ・現場溶接に従事する溶接工の資格 ・管の接続後の点検結果

7－6－4 ・鋼管の製作図書 　場合 　等を証明する書類 7－6－4 ・溶接部の判定記録

畑かん施設工事

8－9－3 ・散水器具の承認図及び試験成績書等 8－9－1 ・給水栓の設置が現地状況からより 8－9－3 ・散水器具の承認図及び試験成績書等

　難い場合

8－9－2 ・散水施設の設置が現地状況からより

　難い場合

フィルダム工事

10－4－1 ・風化岩等不良岩及び破砕帯、断層の 10－4－1 ・過掘の処理に使用する埋戻材料及び 10－13－1 ・閉塞工の施工時期 10－4－1 ・設計図書に示す資料及び基礎地盤 10－8－2 ・埋設後、計器の作動状況の検査

　処理 　施工方法 10－13－2 ・グラウチングトンネルの施工の詳細 　の確認に必要な資料 ・観測計器の動作確認

・基礎地盤からの湧水処理の方法 10－5－2 ・盛立材料をダム盛立工事以外の工事 10－5－2 ・盛立材料の品質管理試験結果 10－9－3 ・コンクリートの打込みで完了後、

10－5－2 ・盛立材料をダム盛立工事以外の工事 に使用する場合 10－8－2 ・観測計器の設置に係る諸結果 観測計器の作動状況の検査

　に使用する場合 10－8－1 ・盛立ゾーンの一部を先行して盛立て

・盛立材料が品質試験の結果から 　る場合、その範囲と形状等 10－9－3 ・計器製造者の品質又は性能に関

　不適当と認めた場合 ・遮水ゾーン及びフィルターゾーンを 　する資料

・盛立材料の試験 　横断する運搬路を設ける場合の構造 ・観測計器の設置に係る諸結果

10－8－1 ・基礎地盤の確認後、地盤を長期間 　及び位置 10－11－1 ・計量装置の検査結果

　放置した場合、又は地盤が著しく変化 ・雨水の浸透を防ぐ措置 ・各孔ごとの注入時間、注入圧力及び

　した場合 ・転圧機械を斜面付近でダム軸と直角 　注入量を記録した資料

・盛立材料が設計図書に示す品質と 　方向に走行させる場合 ・水押し試験及び透水試験の記録

　合致しない場合 10－8－2 ・埋設計器の性能検査

・湧水や流水の影響がある場合の材料 10－9－4 ・設計図書に示されていない打継目、

　盛立て前の処理方法 　又は施行上必要と認められていない

・盛立材料の転圧が不適当と認めた 　打継目をやむを得ず設ける場合

　場合の処理方法 ・やむを得ずピッチングを行う場合

・観測計器の測定値に異常が発生した ・長時間打ち止めした水平打継目の

　場合の処理方法 　処理

・遮水材が設計図書に示す含水比を 10－11－1 ・追加削孔の削孔位置

　確保できない場合の処理方法 ・グラウチング用配管の配管方法

・転圧した層の密着が確保できない ・セメントミルクの製造方法及び輸送

　場合の処理方法 　方法

10－9－2 ・コンクリート構造物がダム堤体に ・水及びセメント等の計量方法

　接する場合の処理方法 ・セメントミルク注入記録の整理方法

10－9－4 ・水平打継目の処理を行う時期 ・追加グラウチングの追加孔の位置、

10－11－1 ・基礎グラウチングの施工 　方向、深度、注入仕様等

・削孔中に岩質の変化が認められた 10－13－1 ・閉塞コンクリートの運搬及び打込み

　場合 　方法

・採取したコアの納入場所 ・仮締切等からの漏水がある場合の

・セメントミルクを注入圧力及びセメント 　処理方法

　ミルクの配合、切替え

・セメントミルク注入効果の判定を行い

　チェック孔の位置、方向、深度、及び

　その処理方法等

コンクリートダム工事

11-6-1 ・骨材をダム本体コンクリート工 11-6-1  ・骨材をダム本体コンクリート工 11-8-7 ・断層の規模、位置が明確になっ 11-6-1 ・現場配合に関する資料、又は配 11-6-6  ・セメントミルクの比重測定上

　事以外に使用する場合 　事以外に使用する場合 　た時点 　合の修正が必要になった場合は 　所、時期の結果

・規定の配合とならないコンクリ ・現場配合に関する資料、又は配 　その資料

　ート等の破棄及び運搬場所 　合の修正が必要となった場合は ・計量装置の検査結果

11-6-2 ・ハーフリフト高さについて 　その資料 ・ミキサの練混ぜ性能の試験結果

11-6-5  ・冷却管の事故等が発生した場合 11-6-2 ・打込みブロックの工程計画 ・強制練りミキサの性能試験結果

　の打込みコンクリートの除去等 ・コンクリートの打上がり速度 ・打込みブロックの工程計画

　の処置 ・設計図書に示す以外の材齢でコ ・型枠の構造図

・冷却完了後の外部配管等の撤去 　ンクリートを打継ぐ場合 ・冷却管の設計計画図

11-6-6  ・継目グラウチングの注入中、異 ・やむを得ずコールドジョイント ・冷却用設備の設計計画図

　常を認めた場合の処理方法 　を設ける場合の施工方法

・注入完了後の各ヘッド管口部及 ・日平均気温が４℃以下になるお

　びダイヤルゲージ取付金物等の 　それのある場合でのコンクリー

　存置、撤去 　トの打込みを行う場合

・セメントミルクの比重測定場 ・打込み温度が25℃以上になる

　所、時期 　おそれのある場合でのコンクリ

　ートの打込みを行う場合

・降雨、降雪、強風等でのコンク

　リートの打込みを行う場合

・各リフトの上面を排水のために

　勾配をつける場合

・打継目を長期間放置する場合の

　表面の保護等

11-6-3 ・特殊な箇所で鋼製型枠以外の型

改　正　後 改　正　前



章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容

指　　示 承　　諾 協　　議 提　　出 報　　告

　枠を使用する場合

・型枠の組み立てが規定外の方法

　で行う場合

・型枠の取り外し時期及び順序

・型枠取り外し後の処理方法

11-6-5 ・設計図書に示す冷却管以外のも

　のを使用する場合

・冷却管の設計計画図

・冷却用設備の設計計画図

11-6-6 ・圧力計の検査及び設置箇所

・充水用水槽以外を設ける場合

・水及びセメントの計量方法

・洗浄及び水押し試験、材料

・継目グラウチングの注入開始

・圧力計の記録方法

・継目の動きを測定する計器の型

　式、規格、記録方法及び設置場

PC橋工事事

12-4-7 ・銘板の取付位置 12-3-2 ・グラウトを普通ポルトランドセ 12-3-2 ・ＰＣ鋼材の切断を機械的手法以 12-3-2 ・緊張管理計画書 12-2-2 ・輸送中の部材に損傷を与えた場

12-4-8 ・塗装が困難となる場合の塗装方 　メント以外の材料で使用する場 　外で行う場合 ・道路橋示方所に基づく管理記録 　合

　法 　合 12-4-8 ・塩分付着量の測定結果が 12-4-8 ・塗膜厚検査による塗膜厚測定記 12-3-2 ・緊張管理計画書で示した荷重計

12-4-8 ・防錆材の使用 　ＮａＣ1150㎎/㎡以上となった場合 　録 　の示度とＰＣ鋼材の抜き出し量

12-5-3 ・グースアスファルトの配合設計 　の処置方法 12-5-3 ・配合が設計図書に示す品質が得 　の測定値との関係が許容範囲を

12-5-3 ・基盤面に異常を発見したときの 　られることが確認できる資料 　超える場合

　処置方法 12-4-1 ・伸縮装置の据付位置

橋梁下部工事

13-4-4 ・露出した鉄筋の防錆にモルタル 13-4-4 ・支承部を箱抜きした状態で工事 13-2-2 ・既製杭等の輸送計画を記載した

　ペースト以外のものを使用する 　を完了する場合でモルタル仕上 　施工計画書

　場合　げ以外の方法で行う場合

・支承部の箱抜き施工を道路橋支

　承便覧の規定以外の場合

頭首工工事

14-4-7 ・鋼構造物の埋設と本体コンクリ 14-2-2 ・ＰＣ桁等の輸送計画を記載した

　ートの同時施工が困難な場合 　施工計画書

機場下部工事

15-2-2 ・関連工事と施行上競合する部分 15-2-2 ・施行上支障となる基準点及び水

　及び軽微な事項以外の調整 　準点の移設成果

・施行上支障となる基準点及び水 ・排水施設の設置に伴う揚水量、

　準点の移設 　地下水位、地盤の沈下等の観測

15-4-1 ・地盤反力が設計図書に示す数値 　記録

　を下回る場合の処理 ・既製杭等の輸送計画を記載した

15-4-6 ・施設機械設備据付、各種配線 　施工計画書

　等、二次コンクリート打設の箱

　抜き及びアンカー金具埋設位置

　等（関係者）

地すべり防止工事

16-7-2 ・集水井の掘削が予定深度まで達 16-8-2 ・鉄筋の継手を重ね継手により難 16-6-1 ・集水井内部の喚起方法等 16-2-2 ・既製杭等の輸送計画を記載した 16-2-2 ・施工中工事区域内に新たな亀裂

　しない前に湧水があった場合、 　い場合 16-7-2 ・設計図書に示す設置位置及び深 　施工計画書 　の発生等異常を認めた場合

　又は予定深度まで掘削した後に ・裏込注入圧力を低圧により難い 　度とすることが困難な場合 16-8-2 ・孔底が設計図書に示す支持地盤 ・掘削中の地質構造、湧水等の記

　おいても湧水がない場合 　場合 16-8-2 ・土留工の施工がより難い場合 　に達したことが確認できる資料 　録

・ライナープレートなしで掘削可 ・グラウトの注入方法 16-7-2 ・集水井の掘削が予定深度まで達

　能となった場合、又は補強リン 　しない前に湧水があった場合、

　グが必要となった場合 　又は予定深度まで掘削した後に

・湧水が著しく多くなった場合 　おいても湧水がない場合

ＰＣタンク工事

17-2-2 ・ＰＣタンク完成後に水張り試験

　を行うことがより難い場合

17-7-1 ・歩廊工を設計図書に基づいて施工

　できない場合

17-9-1 ・付帯設備工を設計図書に基づい

　て施工できない場合

ため池改修工事

18-3-8 ・土質試験の試験項目 18-4-1 ・使用する固化材の添加量 18-3-1 ・雑物除去が完全にできない場合 18-3-8 ・土質試験結果 18-4-2 ・サウンディング試験等による現

18-4-1 ・浸透流出水のｐＨ測定方法等 18-4-2 ・セメント系ミルクの添加量 ・設計図書に示されていない地表 18-4-1 ・固化材による地盤改良の施行方 　況地盤の確認結果

18-4-2 ・浸透流出水のｐＨ測定方法等 18-7-1 ・使用する固化材の添加量 　物等 　法等を記載した施工計画書

18-7-1 ・浸透流出水のｐＨ測定方法等 18-3-2 ・現地状況により樹木の根等が除 18-4-2 ・セメント系ミルクによる地盤改

　去できない場合 　良の施工方法等を記載した施工

18-3-3 ・地盤改良が必要となった場合 　計画書

18-3-9 ・泥土等軟弱な土砂を現場外へ搬 18-6-2 ・ゲート及びバルブの承諾図書等

　出する必要がある場合 　（２部）

・泥土の有害物質の試験で基準を ・ゲート及びバルブの完成図書

　満たしていない場合 　（３部）

18-3-10 ・湧水の排除方法 18-7-1 ・泥土改良の施工方法等を記載し

・コンタクトクレイを施工する場 　た施工計画書

　合の厚さ及び施工方法

・乾燥によるクラックが発生した

　場合の処理範囲

18-4-1 ・固化材以外の改良方法を行う場

　合

18-4-2 ・セメント系ミルク以外の地盤改

　良を行う場合

18-7-1 ・泥土等軟弱な土砂を現場外へ搬

　出する必要がある場合

・泥土の有害物質の試験で基準を

　満たしていない場合

推進工事

20-4-4 ・推進工の刃口の製作図面 20-4-3 ・推進中に推力が急激に変化した 20-4-3 ・推進日報 20-4-3 ・推進作業に異常が発生した場合

20-4-5 ・骨材及び裏込材 　場合 20-4-4 ・推進工の刃口の制作図面 ・異常な湧水及び転石等で作業に

・異常な湧水及び転石等で作業に 　支障が生じた場合

　支障が生じた場合の事後の処理

・周囲の構造物に異常を発見した

章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容

指　　示 承　　諾 協　　議 提　　出 報　　告

　枠を使用する場合

・型枠の組み立てが規定外の方法

　で行う場合

・型枠の取り外し時期及び順序

・型枠取り外し後の処理方法

11-6-5 ・設計図書に示す冷却管以外のも

　のを使用する場合

・冷却管の設計計画図

・冷却用設備の設計計画図

11-6-6 ・圧力計の検査及び設置箇所

・充水用水槽以外を設ける場合

・水及びセメントの計量方法

・洗浄及び水押し試験、材料

・継目グラウチングの注入開始

・圧力計の記録方法

・継目の動きを測定する計器の型

　式、規格、記録方法及び設置場

PC橋工事事

12-4-7 ・銘板の取付位置 12-3-2 ・グラウトを普通ポルトランドセ 12-3-2 ・ＰＣ鋼材の切断を機械的手法以 12-3-2 ・緊張管理計画書 12-2-2 ・輸送中の部材に損傷を与えた場

12-4-8 ・塗装が困難となる場合の塗装方 　メント以外の材料で使用する場 　外で行う場合 ・道路橋示方所に基づく管理記録 　合

　法 　合 12-4-8 ・塩分付着量の測定結果が 12-4-8 ・塗膜厚検査による塗膜厚測定記 12-3-2 ・緊張管理計画書で示した荷重計

12-4-8 ・防錆材の使用 　ＮａＣ1150㎎/㎡以上となった場合 　録 　の示度とＰＣ鋼材の抜き出し量

12-5-3 ・グースアスファルトの配合設計 　の処置方法 12-5-3 ・配合が設計図書に示す品質が得 　の測定値との関係が許容範囲を

12-5-3 ・基盤面に異常を発見したときの 　られることが確認できる資料 　超える場合

　処置方法 12-4-1 ・伸縮装置の据付位置

橋梁下部工事

13-4-4 ・露出した鉄筋の防錆にモルタル 13-4-4 ・支承部を箱抜きした状態で工事 13-2-2 ・既製杭等の輸送計画を記載した

　ペースト以外のものを使用する 　を完了する場合でモルタル仕上 　施工計画書

　場合　げ以外の方法で行う場合

・支承部の箱抜き施工を道路橋支

　承便覧の規定以外の場合

頭首工工事

14-4-7 ・鋼構造物の埋設と本体コンクリ 14-2-2 ・ＰＣ桁等の輸送計画を記載した

　ートの同時施工が困難な場合 　施工計画書

機場下部工事

15-2-2 ・関連工事と施行上競合する部分 15-2-2 ・施行上支障となる基準点及び水

　及び軽微な事項以外の調整 　準点の移設成果

・施行上支障となる基準点及び水 ・排水施設の設置に伴う揚水量、

　準点の移設 　地下水位、地盤の沈下等の観測

15-4-1 ・地盤反力が設計図書に示す数値 　記録

　を下回る場合の処理 ・既製杭等の輸送計画を記載した

15-4-6 ・施設機械設備据付、各種配線 　施工計画書

　等、二次コンクリート打設の箱

　抜き及びアンカー金具埋設位置

　等（関係者）

地すべり防止工事

16-7-2 ・集水井の掘削が予定深度まで達 16-8-2 ・鉄筋の継手を重ね継手により難 16-6-1 ・集水井内部の喚起方法等 16-2-2 ・既製杭等の輸送計画を記載した 16-2-2 ・施工中工事区域内に新たな亀裂

　しない前に湧水があった場合、 　い場合 16-7-2 ・設計図書に示す設置位置及び深 　施工計画書 　の発生等異常を認めた場合

　又は予定深度まで掘削した後に ・裏込注入圧力を低圧により難い 　度とすることが困難な場合 16-8-2 ・孔底が設計図書に示す支持地盤 ・掘削中の地質構造、湧水等の記

　おいても湧水がない場合 　場合 16-8-2 ・土留工の施工がより難い場合 　に達したことが確認できる資料 　録

・ライナープレートなしで掘削可 ・グラウトの注入方法 16-7-2 ・集水井の掘削が予定深度まで達

　能となった場合、又は補強リン 　しない前に湧水があった場合、

　グが必要となった場合 　又は予定深度まで掘削した後に

・湧水が著しく多くなった場合 　おいても湧水がない場合

ＰＣタンク工事

17-2-2 ・ＰＣタンク完成後に水張り試験

　を行うことがより難い場合

17-7-1 ・歩廊工を設計図書に基づいて施工

　できない場合

17-9-1 ・付帯設備工を設計図書に基づい

　て施工できない場合

ため池改修工事

18-3-8 ・土質試験の試験項目 18-4-1 ・使用する固化材の添加量 18-3-1 ・雑物除去が完全にできない場合 18-3-8 ・土質試験結果 18-4-2 ・サウンディング試験等による現

18-4-1 ・浸透流出水のｐＨ測定方法等 18-4-2 ・セメント系ミルクの添加量 ・設計図書に示されていない地表 18-4-1 ・固化材による地盤改良の施行方 　況地盤の確認結果

18-4-2 ・浸透流出水のｐＨ測定方法等 18-7-1 ・使用する固化材の添加量 　物等 　法等を記載した施工計画書

18-7-1 ・浸透流出水のｐＨ測定方法等 18-3-2 ・現地状況により樹木の根等が除 18-4-2 ・セメント系ミルクによる地盤改

　去できない場合 　良の施工方法等を記載した施工

18-3-3 ・地盤改良が必要となった場合 　計画書

18-3-9 ・泥土等軟弱な土砂を現場外へ搬 18-6-2 ・ゲート及びバルブの承諾図書等

　出する必要がある場合 　（２部）

・泥土の有害物質の試験で基準を ・ゲート及びバルブの完成図書

　満たしていない場合 　（３部）

18-3-10 ・湧水の排除方法 18-7-1 ・泥土改良の施工方法等を記載し

・コンタクトクレイを施工する場 　た施工計画書

　合の厚さ及び施工方法

・乾燥によるクラックが発生した

　場合の処理範囲

18-4-1 ・固化材以外の改良方法を行う場

　合

18-4-2 ・セメント系ミルク以外の地盤改

　良を行う場合

18-7-1 ・泥土等軟弱な土砂を現場外へ搬

　出する必要がある場合

・泥土の有害物質の試験で基準を

　満たしていない場合

推進工事

20-4-4 ・推進工の刃口の製作図面 20-4-3 ・推進中に推力が急激に変化した 20-4-3 ・推進日報 20-4-3 ・推進作業に異常が発生した場合

20-4-5 ・骨材及び裏込材 　場合 20-4-4 ・推進工の刃口の制作図面 ・異常な湧水及び転石等で作業に

・異常な湧水及び転石等で作業に 　支障が生じた場合

　支障が生じた場合の事後の処理

・周囲の構造物に異常を発見した

改　正　後 改　正　前



章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容

指　　示 承　　諾 協　　議 提　　出 報　　告

　場合の事後の処理

20-4-4 ・推進上部の地上面に異常を発見

　した場合の事後の処理

20-4-5 ・滑材等を注入中に変位を発見し

　た場合の事後の処理

・注入作業の実施時間

20-5-3 ・汚水及び処理水の処理が規定に

　より難い場合

20-5-4 ・添加材及び骨材注入設備が設計

　図書により難い場合

章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容 章・節・条 内　容

指　　示 承　　諾 協　　議 提　　出 報　　告

　場合の事後の処理

20-4-4 ・推進上部の地上面に異常を発見

　した場合の事後の処理

20-4-5 ・滑材等を注入中に変位を発見し

　た場合の事後の処理

・注入作業の実施時間

20-5-3 ・汚水及び処理水の処理が規定に

　より難い場合

20-5-4 ・添加材及び骨材注入設備が設計

　図書により難い場合

改　正　後 改　正　前



受注者

保管

共通仕様書 契約約款
監督職員
へ提示

監督員通知書 -  第9条第1項 有 ○

現場代理人等通知書 －  第10条第1項 有 ○  ○ 経歴書、実務経験証明書を添付する。

工程表 共仕1-1-4  第3条第1項 有 ○  ○

建設工事下請負通知書 － 第7条 有 ○  ○

建設業退職金共済組合証紙購入確認願 有 ○  ○
提出出来ない事情がある場合は理由を書面で提
出する。

建設労災補償共済等確認願 有 ○  ○
提出出来ない事情がある場合は理由を書面で提
出する。

労働保険成立証明緒 ○  ○

工事カルテ受領書 共仕1-1-8  － ○  ○ 請負代金額500万円以上の場合提出する

施工計画書 共仕1-1-6  － ○  ○
軽微な場合の変更施工計画書は記載内容省略
可。(工期や数量だけの変更等の場合)

施工体制台帳 共仕1-1-15  － 有 ○  ○

施工体系図 共仕1-1-15  － 有 ○  ○

施工体制台帳（低入札価格調査） 共仕1-1-7  － ○  ○

再生資源利用促進計画書
（建設副産物を搬出する場合）

共仕1-1-23  － 有 ○  ○
施工計画書に含め提出する。（該当する再生資源
がある場合）

再生資源利用計画書
（建設資材を搬入する場合）

共仕1-1-24  － 有 ○  ○
施工計画書に含め提出する。（該当する再生資源
がある場合）

請負代金内訳書 共仕1-1-4  第3条第1項 有 ○  ○ 契約図書で規定された場合に提出する

前払金請求書 － 第35条１項 ○  ○ 

②随時

設計図書の照査確認資料 ○  ○ 

契約書18条第１項１～５号に該当する事実があっ
た場合のみ監督職員に提出する（契約書第18条
第１項の範囲を超えないこと）

設計図書の照査確認資料  ○ 

契約書18条第１項１～５号に該当する事実がない

場合（設計図書と一致している場合）は、監督職員
への提示とし、受注者で保管する。（契約書第18
条第１項の範囲を超えないこと）

工事測量成果表（仮BM及び多角点の設置） ○  ○ 
仮BM及び多角点の設置に関する測量結果は監督
職員に提出する。

工事測量結果（設計図書との照
合）

○  ○ 
設計図書と差異があった場合にのみ監督職員に
報告する。

工事履行報告書 共仕1-1-37 第11条 有 ○  ○ 
工事月報、定期報告書（月分）実施工
程表、工事日報、工事写真を添付する。

工事打合簿
（指示・協議・通知・承諾・提出・届出）

共仕1-1-2
共仕1-1-29

有 ○  ○ 

建設リサイクル法に基づく通知書 共仕1-1-24  － ○  ○ 
建設工事に係わる資材の再資源化等に係わる法

律第11条

再生資源利用促進計画書（実施書）
（建設副産物を搬出する場合）

共仕1-1-23
共仕1-1-24

 － 有 ○  ○ 該当する再生資源がある場合に提出する。

再生資源利用計画書（実施書）
（建設資材を搬入する場合）

共仕1-1-23
共仕1-1-24

 － 有 ○  ○ 該当する再生資源がある場合に提出する。

建設発生土搬出帳票 共仕1-1-23  － ○  ○ 

産業廃棄物管理表
（マニフェスト）

共仕1-1-23  － ○ 〇

品質証明員通知書 共仕1-1-30(5)  － ○  ○ 

品質証明書 共仕1-1-30(1) 有 ○  ○ 

工事材料（検査・確認）請求書 共仕1-1-26 有 ○  ○ 

材料品質証明資料 共仕1-1-25 ○  ○ 

工事材料搬出承諾願 － 第13条第4項 有 ○  ○ 

（材料調合・施工）立会請求書 共仕1-1-26 第14条 有 ○  ○ 

下請総金額3000万円以上の場合に提出する。（建
設業法24条の７）
（下請総額3000万以下であっても、作
成することが望ましいとされている）
〔建設省建設経済局建設業課長通達、平成１３年

３月３０日　施工体制台帳の作成等について（通
知）〕

共仕1-1-3  －

参考２　土木工事共通仕様書に基づく提出書類一覧表

提出書類

該当文書

様式有
無

受注者書
類

作成の

必要性

監督職員
へ提出

その他
監督職
員へ
提出
する

必要が
無し

備考

①工事着
手時

共仕1-1-55 －

共仕1-1-50
 －

第13条第2項

受注者

保管

共通仕様書 契約約款
監督職員
へ提示

監督員通知書 -  第9条第1項 有 ○

現場代理人等通知書 －  第10条第1項 有 ○  ○ 経歴書、実務経験証明書を添付する。

工程表 共仕1-1-4  第3条第1項 有 ○  ○

建設工事下請負通知書 － 第7条 有 ○  ○

建設業退職金共済組合証紙購入確認願 有 ○  ○
提出出来ない事情がある場合は理由を書面で提
出する。

建設労災補償共済等確認願 有 ○  ○
提出出来ない事情がある場合は理由を書面で提
出する。

労働保険成立証明緒 ○  ○

工事カルテ受領書 共仕1-1-7  － ○  ○ 請負代金額500万円以上の場合提出する

施工計画書 共仕1-1-5  － ○  ○
軽微な場合の変更施工計画書は記載内容省略
可。(工期や数量だけの変更等の場合)

施工体制台帳 共仕1-1-14  － 有 ○  ○

施工体系図 共仕1-1-14  － 有 ○  ○

施工体制台帳（低入札価格調査） 共仕1-1-6  － ○  ○

再生資源利用促進計画書
（建設副産物を搬出する場合）

共仕1-1-22  － 有 ○  ○
施工計画書に含め提出する。（該当する再生資源
がある場合）

再生資源利用計画書
（建設資材を搬入する場合）

共仕1-1-23  － 有 ○  ○
施工計画書に含め提出する。（該当する再生資源
がある場合）

請負代金内訳書 共仕1-1-4  第3条第1項 有 ○  ○ 契約図書で規定された場合に提出する

前払金請求書 － 第35条１項 ○  ○ 

②随時

設計図書の照査確認資料 ○  ○ 

契約書18条第１項１～５号に該当する事実があっ
た場合のみ監督職員に提出する（契約書第18条
第１項の範囲を超えないこと）

設計図書の照査確認資料  ○ 

契約書18条第１項１～５号に該当する事実がない

場合（設計図書と一致している場合）は、監督職員
への提示とし、受注者で保管する。（契約書第18
条第１項の範囲を超えないこと）

工事測量成果表（仮BM及び多角点の設置） ○  ○ 
仮BM及び多角点の設置に関する測量結果は監督
職員に提出する。

工事測量結果（設計図書との照
合）

○  ○ 
設計図書と差異があった場合にのみ監督職員に
報告する。

工事履行報告書 共仕1-1-36 第11条 有 ○  ○ 
工事月報、定期報告書（月分）実施工
程表、工事日報、工事写真を添付する。

工事打合簿
（指示・協議・通知・承諾・提出・届出）

共仕1-1-2
共仕1-1-28

有 ○  ○ 

建設リサイクル法に基づく通知書 共仕1-1-23  － ○  ○ 
建設工事に係わる資材の再資源化等に係わる法

律第11条

再生資源利用促進計画書（実施書）
（建設副産物を搬出する場合）

共仕1-1-22
共仕1-1-23

 － 有 ○  ○ 該当する再生資源がある場合に提出する。

再生資源利用計画書（実施書）
（建設資材を搬入する場合）

共仕1-1-22
共仕1-1-23

 － 有 ○  ○ 該当する再生資源がある場合に提出する。

建設発生土搬出帳票 共仕1-1-22  － ○  ○ 

産業廃棄物管理表
（マニフェスト）

共仕1-1-22  － ○  ○ 

品質証明員通知書 共仕1-1-29(5)  － ○  ○ 

品質証明書 共仕1-1-29(1) 有 ○  ○ 

工事材料（検査・確認）請求書 共仕1-1-25 有 ○  ○ 

材料品質証明資料 共仕1-1-24 ○  ○ 

工事材料搬出承諾願 － 第13条第4項 有 ○  ○ 

（材料調合・施工）立会請求書 共仕1-1-25 第14条 有 ○  ○ 

共仕1-1-48
 －

第13条第2項

①工事着
手時

共仕1-1-53 －

下請総金額3000万円以上の場合に提出する。（建
設業法24条の７）
（下請総額3000万以下であっても、作
成することが望ましいとされている）
〔建設省建設経済局建設業課長通達、平成１３年

３月３０日　施工体制台帳の作成等について（通
知）〕

共仕1-1-3  －

参考２　土木工事共通仕様書に基づく提出書類一覧表

提出書類

該当文書

様式有
無

受注者書
類

作成の

必要性

監督職員
へ提出

その他
監督職
員へ
提出
する

必要が
無し

備考

改　正　後 改　正　前



受注者

保管

共通仕様書 契約約款
監督職員
へ提示

参考２　土木工事共通仕様書に基づく提出書類一覧表

提出書類

該当文書

様式有
無

受注者書
類

作成の

必要性

監督職員
へ提出

その他
監督職
員へ
提出
する

必要が
無し

備考

工事（材料調合・施工）通知書 共仕1-1-26 第14条 有 ○  ○ 

ダンプトラック管理表 有 ○  ○ 

建設発生土搬出量等管理表 有 ○  ○ 

出鉱証明書 共仕1-1-58  － 有 ○  ○ 

工事の（全部・一部）一時中止
について

有  ○ 

工事の（全部・一部）一時中止

の（全部・一部）再開について
有  ○ 

工期延長請求書 第22条 有 ○  ○ 変更工程表を添付する

工期短縮請求書 第23条 有  ○ 

協議開始日通知書
24条、25条、第26

条、31条
有  ○ 

請負代金額変更請求書 第26条 有  ○ 

関係官公庁協議資料 共仕1-1-48 － ○  ○ 
関係官公庁と協議が必要な場合に届出後の書類
を提出する。（届出前の事前資料は提出不要）

段階確認書
共仕1-1-26
共仕1-1-29

－ 有 ○  ○ 

・契約図書で規定された場合のみ対象
・段階確認書に添付する資料を新たに作成する必
要はない。（請負者が作成する出来形管理資料
に、確認した実測値を手書きで記入する）
・監督職員等が臨場した場合の状況写真は不要。

確認・立会書 共仕1-1-26 － ○  ○ 

休日、夜間作業届
共仕1-1-49

－ ○  ○ 
週間工程会議、メール等で受発注者双
方が事前に把握していれば不要
（現道上の工事を除く）

臨機措置通知書 共仕1-1-56  第27条 有 ○  ○ 

天災その他不可抗力による損害
通知書

有 ○  ○ 別紙　被災内訳及び内容確認書を添付する

天災その他不可抗力による損害
確認通知書

有  ○ 

天災その他不可抗力による損害
額請求書

有 ○  ○ 

第３者に損害を与えた場合の回
避可決の判断資料

共仕1-1-44 － ○  ○ 

使用する建設機械の資料 共仕1-1-44 － ○  ○ 
排出ガス対策型建設機械あるいは排出ガス浄化
装置を装着した建設機械を使用する場合、提出す
る

工事目的物の（全部・一部）使
用承諾書

共仕1-1-36 第34条１項 有 ○  ○ 部分使用がある場合に提出する

指定部分引渡書 第39条 有 ○  ○ 

解除通知書
第46条、第47条、
第48条、第48条2、
第50条、第51条

有

高度技術・創意工夫・社会性等に関する実
施状況（説明資料）

共仕1-1-52 － 有 ○  ○ 高度技術、創意工夫を実施すれば提出できる

安全管理 安全管理安全教育訓練実施資料 共仕1-1-40 － ○ ○
実施状況の提示とし、具体的な実施内容は提出
不要

火薬類の使用計画書 共仕1-1-41 － ○  ○ 

工事事故速報 － 有 ○  ○ 事故が発生した場合に提出する

工事事故報告書 － 有 ○  ○ 事故が発生した場合に提出する

支給品貸 支給材料受払簿 ○  ○ 

与品 支給品精算書有 有

支給材料及び貸与品要求書 有 ○  ○ 支給品がある場合に提出する。

支給材料引渡通知書 有

支給材料受領書 有 ○  ○ 支給品を受領した場合に提出する。

現場発生品調書 共仕1-1-22 － 有 ○  ○ 現場発生品がある場合に提出する。

工事検査 工事完成図 共仕1-1-28 － ○  ○ 

完成通知書 共仕1-1-32 第32条

引渡書 － 第32条

電子納品成果物（ＣＤ） 共仕1-1-29

請負工事既済部分確認請求書 有 ○  ○ 

出来高内訳書 ○  ○ 

出来高図、数量計算書 ○  ○ 

部分払金請求書 第38条５項 ○  ○ 

中間前払金請求書 共仕1-1-33 第35条2 ○  ○ 

修補関係 修補完了報告書 共仕1-1-32 第32条6項 有 ○  ○ 

書類 修補請求書 共仕1-1-32 第45条 有  ○ 

※様式は、沖縄県農林水産部工事監督要領様式集を参照すること

共仕1-1-18 第20条

共仕1-1-46  －

既済部分
検査

共仕1-1-33
第38条２項

共仕1-1-20

共仕1-1-53 第30条

共仕1-1-43

共仕1-1-21 第15条

受注者

保管

共通仕様書 契約約款
監督職員
へ提示

参考２　土木工事共通仕様書に基づく提出書類一覧表

提出書類

該当文書

様式有
無

受注者書
類

作成の

必要性

監督職員
へ提出

その他
監督職
員へ
提出
する

必要が
無し

備考

工事（材料調合・施工）通知書 共仕1-1-25 第14条 有 ○  ○ 

ダンプトラック管理表 有 ○  ○ 

建設発生土搬出量等管理表 有 ○  ○ 

出鉱証明書 共仕1-1-56  － 有 ○  ○ 

工事の（全部・一部）一時中止
について

有  ○ 

工事の（全部・一部）一時中止

の（全部・一部）再開について
有  ○ 

工期延長請求書 第22条 有 ○  ○ 変更工程表を添付する

工期短縮請求書 第23条 有  ○ 

協議開始日通知書
24条、25条、第26

条、31条
有  ○ 

請負代金額変更請求書 第26条 有  ○ 

関係官公庁協議資料 共仕1-1-46 － ○  ○ 
関係官公庁と協議が必要な場合に届出後の書類
を提出する。（届出前の事前資料は提出不要）

段階確認書
共仕1-1-25
共仕1-1-28

－ 有 ○  ○ 

・契約図書で規定された場合のみ対象
・段階確認書に添付する資料を新たに作成する必
要はない。（請負者が作成する出来形管理資料
に、確認した実測値を手書きで記入する）
・監督職員等が臨場した場合の状況写真は不要。

確認・立会書 共仕1-1-25 － ○  ○ 

休日、夜間作業届
共仕1-1-47

－ ○  ○ 
週間工程会議、メール等で受発注者双
方が事前に把握していれば不要
（現道上の工事を除く）

臨機措置通知書 共仕1-1-54  第27条 有 ○  ○ 

天災その他不可抗力による損害
通知書

有 ○  ○ 別紙　被災内訳及び内容確認書を添付する

天災その他不可抗力による損害
確認通知書

有  ○ 

天災その他不可抗力による損害
額請求書

有 ○  ○ 

第３者に損害を与えた場合の回
避可決の判断資料

共仕1-1-42 － ○  ○ 

使用する建設機械の資料 共仕1-1-42 － ○  ○ 
排出ガス対策型建設機械あるいは排出ガス浄化
装置を装着した建設機械を使用する場合、提出す
る

工事目的物の（全部・一部）使
用承諾書

共仕1-1-35 第34条１項 有 ○  ○ 部分使用がある場合に提出する

指定部分引渡書 第39条 有 ○  ○ 

解除通知書
第46条、第47条、
第48条、第48条2、
第50条、第51条

有

高度技術・創意工夫・社会性等に関する実
施状況（説明資料）

共仕1-1-50 － 有 ○  ○ 高度技術、創意工夫を実施すれば提出できる

安全管理 安全管理安全教育訓練実施資料 共仕1-1-38 － ○ ○
実施状況の提示とし、具体的な実施内容は提出
不要

火薬類の使用計画書 共仕1-1-39 － ○  ○ 

工事事故速報 － 有 ○  ○ 事故が発生した場合に提出する

工事事故報告書 － 有 ○  ○ 事故が発生した場合に提出する

支給品貸 支給材料受払簿 ○  ○ 

与品 支給品精算書有 有

支給材料及び貸与品要求書 有 ○  ○ 支給品がある場合に提出する。

支給材料引渡通知書 有

支給材料受領書 有 ○  ○ 支給品を受領した場合に提出する。

現場発生品調書 共仕1-1-21 － 有 ○  ○ 現場発生品がある場合に提出する。

工事検査 工事完成図 共仕1-1-27 － ○  ○ 

完成通知書 共仕1-1-31 第32条

引渡書 － 第32条

電子納品成果物（ＣＤ） 共仕1-1-28

請負工事既済部分確認請求書 有 ○  ○ 

出来高内訳書 ○  ○ 

出来高図、数量計算書 ○  ○ 

部分払金請求書 第38条５項 ○  ○ 

中間前払金請求書 共仕1-1-32 第35条2 ○  ○ 

修補関係 修補完了報告書 共仕1-1-31 第32条6項 有 ○  ○ 

書類 修補請求書 共仕1-1-31 第45条 有  ○ 
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既済部分
検査

共仕1-1-32
第38条２項

共仕1-1-19

共仕1-1-51 第30条

共仕1-1-41

共仕1-1-20 第15条

共仕1-1-44  －

共仕1-1-17 第20条

改　正　後 改　正　前


